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ステークホルダーの
皆さまへ

東京外国語大学の教育研究活動に対し、 

日頃より温かいご理解とご支援を賜り、 

厚く御礼申し上げます。

令和5年（2023年）、 

本学は 1 873年の建学から 1 50周年を迎えました。 

これまで長きにわたり本学を支えていただいた 

ステークホルダーの皆さまに対し感謝の意を表します。 

引き続き本学の取り組みに対し、ご理解・ご支援いただくためにも、 

さまざまな取り組みについて、あらゆる媒体を通してしっかりと 

情報発信していきたいと考えておりますので、ご注目いただけると幸いです。

さて、この度、大学のビジョン及びアクションプラン、 

研究、教育、社会連携の活動状況、大学運営並びに財務状況について、 

よりステークホルダーの皆さまが本学を身近に感じていただけるよう、 

分かりやすい統合レポートを意識し作成しました。 

今回の統合レポートでは、2022年度の活動報告や財務状況に加え、 

建学 150年にわたる本学と世界との関わりについて、 

さまざまな世界の出来事などと合わせてその歩みを振り返りました。 

また、昨今注目されている外国語教育とAIの関わり、 

ウクライナ侵攻をはじめ世界各地で多発する紛争・内戦や難民問題における 

本学の知見が担う役割を取り上げております。 

是非お時間がある時にご一読いただき、1 50年の歴史を感じていただくとともに、 

本学の取り組みについてご理解を深めていただければと思います。

世界の人々の感情の襞
ひだ

を理解する人材を育てる本学の教育、 

多様性と共存の道を究明する研究、その成果を実社会に提供する社会貢献、 

これらいずれも、次世代に対ししっかりつなげていけるよう、 

本学教職員一丸となって努めてまいりますので、 

皆さまのご理解とご支援をいただけますと幸いです。 

どうぞよろしくお願いします。

東京外国語大学 統合レポート編集委員会

  

▲

 「プロメテウスの悲劇」をテーマ
にしたステンドグラス大時計。
本学の創立80周年を記念して
旧西ヶ原キャンパス講堂へ東京
外語会から寄贈され、現在は本
部管理棟に移設されています。

▲  表紙
多磨駅側のアライバルコートで
来訪者を出迎えるタフモニュは、
入学式や卒業式に撮影待ちの行
列ができるほどの人気スポット。
府中キャンパスにおけるシンボル
的な存在です。
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TUFS
社会と時代の要請によって1873年に建学し、
以来150年の長きにわたって言語と地域事情の専門家を養成し続けてきた東京外国語大学。
さらに未来へと進み続けるために、これまでの歴史を振り返ります。

東 京 外 国 語 大 学  1 5 0 年 の 歴 史

浦賀沖にペリー来航

大政奉還

明治維新

廃藩置県

学制発布

日清戦争勃発

帝国議会で外國語學校の開設を建議

• 幕府が蕃書調所を開設（東京外国語大学のルーツ）（安政4年）

（明治元年）

• 神田一ツ橋通町に、官立の東京外國語學校を開設（建学）A

• 東京外國語學校と同校所属高等商業學校、 
及び東京商業學校の三校が合併

• 高等商業學校に附属外國語學校を附設（創立）
• 高等商業學校附属外國語學校が東京外國語學校と改称、 
専門学校として独立

• 〈4月〉 初代校長に神田乃武就任
• 〈4月〉 第一回「講演会」を開催（「語劇」の開始）B

• 第一回学内競漕大会（ボート大会）を開催

下関条約調印

of

日米修好通商条約調印

学制二編追加を公布

西南戦争勃発

• 本校所属高等商業學校を設置

帝国議会開会

日英同盟調印

A 神田一ツ橋通町校舎

B 語劇祭 英語での「ベニスの商人」（1905年）
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東 京 外 国 語 大 学 に
ゆ か り の あ る 人 々

東 京 外 国 語 大 学 の ル ーツ

 「語学専門なるも通辯たるなかれ」
中興の祖 ・ 淺田榮次の言葉

 「 建 学 ・ 創 立 ・ 独 立 」
3 つ の 意 味

　東京外国語大学の淵源は、1857年に江戸幕府によって設置された

洋学教育・研究機関の「蕃書調所」です。幕臣 191名を生徒として

開校した当初は蘭学教育のみでしたが、その後蘭英仏独魯の5カ国

語を学べるようになり、蘭語に代わって英語が語学教育の中心とな

っていきました。その背景にあるのが 1858年の日米修好通商条約

締結後に結ばれた、オランダ、ロシア、イギリス、フランス、そし

てプロイセンとの同様の条約です。条約締結から5年間は、外交文

書に蘭語の使用が認められていましたが、それ以降は相手国の言語

を使用することが義務付けられたため、蘭語以外の語学修得が必要

となりました。さらに、開港に伴い各国との貿易が拡大するなかで、

官民問わず人々は英語の修得に注力するようになっていきました。

　また蕃書調所では、軍事をはじめとする欧米諸国の技術研究を行

うとともに、その修得に不可欠な語学以外の数学や化学などの学問

教育も行うようになりました。その後、蕃書調所は、名称を 1862

年に「洋書調所」、その翌年には「開成所」と変遷し、明治維新後

の 1869年には新政府に

より「開成学校」として

再開校されました。なお、

開成学校は東京大学のル

ーツでもあります。

　淺田榮次は、独立間もない東京外國語學校で初代主任教授を務め、

諸規則の整備など教育体制の構築に尽力したことから「中興の祖」

と言われている人物です。多くの言語に通じていて、旧約聖書研究

によりシカゴ大学初の「人文学」の博士号を取得しています。

　淺田の言葉として資料に残っているのは、入学直後の新入生に在

学中の心得として諭した「一年級諸氏に告ぐ」という訓辞です。そ

こには、教員との人間関係や規律を守ること等の生活指導に加えて、

「語学専門なるも通辯たるなかれ、西洋の文物を学び世界的人物と

作れ、アングロサキソンの精神を学べ人物養成を旨とす」とあり、

語学修得は言語だけでなくその文化的背景も含めて理解することが

重要であると説いています。また、1900年の第 1回卒業生の送り

出しに際しては、祝辞の中に「如何なる高貴の地位に昇るも、如何

なる富豪の身となるも、又如何なる事業を執るに至るも決して自か

ら外國語學者たることを忘るゝ勿れ」という一節がありました。卒

業後も、外国語学者であり、外国語研究の精神を忘れてはいけない

ことを説いています。

　ちなみに、府中キャンパス内の研究講義棟の脇には、淺田榮次を

記念した石碑が立てられ

ています。

　東京外国語大学の歴史には、他の学校ではあまり例を見ない「建

学」「創立」「独立」という3つの節目が存在します。背景にあるの

は、前身校である東京外國語學校がたどった紆余曲折の歴史です。

1873年に官立外國語學校として設置されたものの、富国強兵・殖

産興業の推進、商業教育の隆盛という流れのなかで、外国語は商業

に付属する学問とみなされ、1885年には東京商業學校に統合され

ます。しかし、日清戦争を機に外国語と外国事情に通じた専門家の

養成が国家的急務となり、1897年には高等商業學校（東京商業學
校の後継校）に附属外國語學校が附設されます。その後の1899年

には、東京外國語學校として分離独立を果たしました。

　統廃合による分断と、二度にわたる設置、高等商業學校からの

独立という経緯により、東京外国語大学は近代高等教育機関とし

ての系譜の起点を複数持つことになりました。長らく「起点」は

曖昧でしたが、1990年代後半に始ま

った『東京外国語大学史』の編纂に際

して改めて整理がなされ、1873年 東

京外國語學校の「建学」、1897年 高

等商業學校附属外國語學校の「創立」、

1899年 東京外國語學校の「独立」と

呼称することが決定されました。

建学当時から現在に至るまで、政財界、翻訳・文
学、教育などさまざまな分野で多くの人材を輩出
しています。皆さんの記憶に残っているのは誰
ですか ?  ここでは東京外國語學校時代を含めて、
ゆかりのある5名の人物を紹介します。

二 葉 亭 四 迷
（1864～1908年）

小説家、翻訳家。1899年東京外國語學校で
ロシア語科教授として勤務。代表作に『浮雲』
『其面影』、翻訳作品に『あひゞき』など。

1886年1月
東京商業學校 第三部露語科 中退※

写真出典：国立国会図書館「近代日本人の肖像」 ※ 入学時は東京外國語學校だが、合併のため中退時は校名が異なる

中 原 中 也
（1907～1937年）

詩人、翻訳家。代表作に「汚れつちまつた悲
しみに」を収録した『山羊の歌』や『在りし
日の歌』、訳詩集に『ランボオ詩集』など。

1933年3月
東京外國語學校 専修科仏語 修了

蕃書調所で使用された『和蘭文典』
は、オランダで刊行されたオランダ 
語文法の教科書。写真は、江都、須
原屋伊八らによる1857年刊行版

淺田は国際補助語・エスペラントの
普及にも取り組んだ。写真は、エス
ペラント語学校第 1回卒業式（1906
年）。前列中央が淺田

文部省が定めた『外國語學校教則』（目的・教育課程等
を規定）（1873年版）
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日ソ共同宣言に調印
日本が国際連合に加盟

サンフランシスコ平和条約調印

朝鮮戦争勃発

国立学校設置法施行（新制大学）

学校教育法施行
（旧）教育基本法制定

ポツダム宣言受諾
第二次世界大戦終戦

第二次世界大戦勃発

満州事変

世界恐慌

関東大震災

シベリア出兵を宣言
スペイン風邪が世界的に流行

第一次世界大戦勃発

• LL教室を設置し、視聴覚教育を開始

• 改組により留学生課程を設置

• 上石神井地区から 
西ヶ原市区に校舎を全面移転 G

• 東京外事専門學校を包括して、 
東京外国語大学が発足

• 戦災で焼失した西ヶ原校舎を復旧 F

• 留学生別科を設置
• 海外事情研究所を設置

• 戦後初の「語劇」開催（12学科参加）

• 東京外國語學校を、修業年限3カ年の東京外事専門學校へ改称・改編
• 板橋区上石神井の東京工業専門学校の電波兵器技術専修学校跡を借用して 
校舎を移転

• 〈7月〉 滝野川区西ヶ原町に校舎（第一期分）が完成

• 修業年限を3年から4年に改正

• 麹町区竹平町に仮校舎を新築 E

• 震災後の学生支援を目的に 
「日新学寮」を開寮

• 大震災により、書庫や柔剣道場などを除き校舎が焼失

• 麹町区元衛町一番地に新校舎が完成 D

• 修業年限の二カ年延長を求める運動を開始
• 学科の名称を部に改め、文科・貿易科・拓殖科を設置

• 文部省による東京貿易植民語學校への改組に対しての反対運動が 
校友会・同窓会により開始（校名存続運動の開始）

• 神田一帯の大火災で神田区錦町の本校舎焼失、仮校舎を建設
• 速成科を新設

（大正元年）

（昭和元年）

• 神田区錦町の新築校舎に移転 C

日露戦争勃発

ポーツマス条約調印

盧溝橋事件（日中戦争の発端）

太平洋戦争開戦

日本国憲法公布

アジア・アフリカ会議（バンドン会議）

• 語学研究所を設置
安保闘争（60年安保）

専門学校令公布

C 錦町校舎

D 麹町区元衛町一番地

E 麹町区竹平町一番地

F 戦災復旧木造校舎

G 西ヶ原校舎の全景
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東京外国語大学に
ゆかりのある人々
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 「 支 那 語 特 修 科 」 の 設 置

対 外 政 策 と外 国 語・
外 国 事 情 に 通じ た 専 門 家 の 需 要

ブ ラジ ル 移 民 の 増 加 と
東 京 外 国 語 学 校

　ブラジルでは 1888年の奴隷解放後、農園での労働力が不足し、

移民の受け入れを推進。一方日本では、1905年の調査で日系移民

排斥が進む北米やハワイに比べて好意的であるとして、新たな移民

先として南米が注目されるようになりました。1908年6月、日本

最初のブラジル向け移民船・笠戸丸がサントス港に到着しましたが、

その際に移民の受け入れを担ったのは東京外國語學校の西語専修科

で教育を受けた嶺昌、大野基尚、平野運平、加藤順之助、仁平嵩の

5人で、彼らは現地で耕地通訳となりました。

　移民政策が拡大するなか、1913年には西語・清語・朝鮮語の速

成科が設置され、初年度の西語科の入学者は40名でした。また

1916年には、ブラジルへの移民の送り出しと貿易拡大への貢献を

目的に葡語学科も設置されました。関東大震災後は国策として罹災

者の南米移住が奨励されたことなどから、学校全体では志願者数が

減少していたものの、西語部と葡語部の拓殖科は一定の志願者を集

めました。しかし、1931年の満州事変後の満州への移民拡大はブ

ラジルで日本人移民への警戒感を高めることとなり、1934年の外

国移民二分制限法※制

定によって、移民に制

限が課されるようにな

りました。

※ 「移民の毎年の受入数を、過去50年間で定住した移民数の2%に制限する」というブラジルの移民制限条項
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　1930年、東京外國語學校への入学志願者数は705人でした。し

かし、満州事変の翌年（1932年）には879人、日中戦争が始まっ

た 1937年には 1083人と拡大していきます。とりわけ支那語部は

入学志願者が増え、1932年以降は毎年100人を上回りました。また、

露語部や蒙古語部も貿易科を中心に志願者が増加しました。1930

年代の日本の大陸進出は、就職難の時代における外国語学校の立ち

位置に変化をもたらしました。厳しい就職状況が続くなか、支那語

部や露語部などの就職先には満州国政府や満鉄、大連・新京の諸学

校の名が並び、大陸進出が「好機」となったのです。

　一方、戦禍の拡大は中国各地に赴任していた卒業生の生活を即座

に脅かし、1937年7月の盧溝橋事件発生直後には、東京外國語學

校関係者から2人の戦死者が出ました。同年12月、内之宮金城教授

は北京、奉天、大連、上海などを巡る「皇

軍慰問」と「教育視察」を行いました。

この教育視察を通じて支那語ができる

人材の必要が強く認識されたことから、

1938年4月には修業年限2カ年とい

う「支那語特修科」が設置されること

になりました。そして、慌ただしく4

月 10日に入学試験を行い、15日には

52名の入学が決定したのです。

　日露戦争では、戦場が中国東北部や朝鮮半島だったため、交戦国

の露語に加えて、清語や韓語の軍事通訳養成が急務でした。そこで

1904年3月、露・清・韓の3語科では文部省の許可を得て卒業試

験を繰り上げ実施を行うとともに、軍事通訳に従事する者のための

特別制度を設けることとなりました。日露戦争終結までに陸海軍の

軍事通訳として従軍した関係者は200余名に及び、露語科講師兼

陸軍教授であった小島泰次郎をはじめ、木暮謙二、竹津櫟、長澤貞、

倉澤保、角岡安太郎、小野雄志諸の計7名の関係者が戦死しました。

　日露戦争後は、「日露協約」に基づく満州・モンゴルへの進出、

日英同盟の改定に伴うインド・東南アジア方面に日本の対外進出な

どにより、民間においても商社や企業家がアジア各地に活躍の場を

広げるようになりました。アジア諸語への需要増に対応するため、

1908年には修業年限 1年という短期間で外国語を教授する東洋語

速成科を設置。馬
マレー

来語、ヒンドスタニー語、タミル語、蒙古語の教

育を開始し、さらにその後、馬来語学科や暹
シャム

羅語も追加されました。

ちなみに馬来語学科では、当時の英国領マライ（現マレーシア・シ
ンガポールなど）とオランダ領東インド（現インドネシアなど）と
いう植民地下の情勢を反映し、宗主国の言語である英語と馬来語を

選択履修することができました。

米原万里
（1950～2006年）

ロシア語通訳者、作家。代表作に、通訳に通
じて論じた『不実な美女か貞淑な醜女か』、『嘘
つきアーニャの真っ赤な真実』など。

1975年3月
外国語学部 ロシア語学科 卒業

新美南吉
（1913～1943年）

児童文学作家。10代から『赤い鳥』他に童謡・
童話を投稿。代表作に、『手袋を買いに』『ご
ん狐』『おじいさんのランプ』など。

1936年3月
東京外國語學校 英語部文科 卒業

レフ・メーチニコフ
（1838〜1907年）

ロシア人革命家。岩倉使節団とのジュネーブ
での会見を経て、1874年着任、翌年退任。1
年半の日本滞在中に露語科の基礎を築いた。

露語学科 外国人教師

1908年4月28日、神戸港からブラ
ジルへと出港する笠戸丸。781名
のブラジル植民者が乗船してい
た 国立国会図書館ウェブサイトより転載

盧溝橋事件後に起きた通州事件で、同窓会会員2名が
亡くなったことを伝える『外語同窓會誌』（第35号）

4

6
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（平成元年）

（令和元年）
新型コロナウイルス感染症による 

パンデミック

東日本大震災

国立大学法人制度発足

阪神淡路大震災

安保闘争（70年安保）

• 建学150周年

• 国際日本学部を設置

• 異文化交流施設「アゴラ・グローバル」を開設
• 大学院総合国際学研究院を設置

• 外国語学部を改編し、言語文化学部、国際社会学部の 
2学部制を導入

• 府中キャンパスへ移転 I

• 総合文化研究所を設置
• 外国語学部を7課程に改組

• アジア・アフリカ言語文化研究所附属 
情報資源利用研究センターを 
10年の時限設置

• 大学院地域文化研究科博士課程（前期・後期）を設置
• 改組により、留学生日本語教育センターを設置

• 留学生教育教材開発センターを設立

• 視聴覚教育センターを設立

• 大学院地域研究研究科を設置

• 外国語学部附属日本語学校を設置

• 〈6月〉 学園紛争が深刻化 H

• 大学院外国語学研究科修士課程を設置

アジアで初のオリンピックを東京で開催 • アジア・アフリカ言語文化研究所を附置 
（日本初の人文科学・社会科学系共同利用研究所）

• 本郷サテライトを開設

• 東京外国語大学出版会を設置

• 国際関係研究所を設置

日本・モンゴル国交樹立
日中共同声明に調印

沖縄本土復帰
札幌オリンピック開催

共通一次学力試験開始
イラン革命

「留学生10万人計画」開始

マレーシア、東方政策を開始

東欧革命
ベルリンの壁崩壊

冷戦終結

大学入試センター試験開始

ソ連崩壊

長野オリンピック開催

アメリカ同時多発テロ事件

東京オリンピック・パラリンピック

大学入学共通テスト開始

リーマンショック

SARSの伝播

石油危機

東南アジア諸国連合（ASEAN）結成

日韓基本条約調印

1967年卒業式。旧西ヶ原キャンパスの講堂にて

H 大学紛争で荒らされた研究室（1968年）

旧西ヶ原キャンパスの食堂の風景（1988年）と正門（1999年）

I 府中キャンパスの中央広場を見下ろす
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戦 後 の 留 学 生 政 策 の 受 け 皿  
としての 留 学 生 別 科 の 設 置

「 人 工 芝 化 プ ロジェクト 」で
屋 外 グ ラウンドを 快 適 に！

アジ ア・アフリカ へ の 注 目 と
本 学 で の 言 語 文 化 研 究 所 の 附 置

　1952年のサンフランシスコ平和条約の締結後、政財界を中心に

東南アジア諸国に対する技術援助の一環として留学生受け入れを求

める声が増えていきました。1953年には、日本ユネスコ国内委員

会が外国人留学生の受け入れ体制の強化を文部大臣に建議。これを

受けて文部省は、国公私立大学などに対して海外からの留学生を入

学させる場合の教育方法、受け入れの時期や手続きなどの調査を行

い、翌 1954年4月には国費外国人留学生制度を発足して、留学生

の受け入れ体制整備を始めました。

　制度設計からわずか2カ月後の同年6月には、文部省調査局から

東京外国語大学に対して、「国費外国人留学生制度により東南アジ

ア諸国から来朝する留学生の受入れについて」の依頼がありました。

パキスタン、ベトナム、カンボジア、セイロン、インドネシア、フ

ィリピンの6カ国 11人の留学生に対する日本語教育が要請され、学

内では9月の開講に向けた準備を開始します。7月になると「東京

外国語大学留学生別科規程」を制定し、「我が国の大学に入学せん

とする諸外国の留学生に対し、日本語を教授し且つ我が国諸般の事

情を知らしめること

（別科規程より）」を目
的とする留学生別科が

発足しました。

現在、府中キャンパスで体育授業やスポーツ系課外活

動に使用しているのは、土のグラウンドです。土のグ

ラウンドには、怪我の不安が大きい、雨天後の水はけ

が悪いといった衛生面や安全面での問題があり、活動

への支障が懸念されてきました。そこで、良好な運動

環境を提供し、土煙の抑制や怪我の予防、 雨天後の使

用効率の向上を目的とした「人工芝化プロジェクト」

を展開中です。具体的には、『人工芝基金』を設置し、

2023年度中の完成を目指して募金活動を進めています。

　1954年のインド首相・ネルーと中華人民共和国首相・周恩来の

会談と、翌年のアジア・アフリカ会議の開催は、冷戦のもとで東西

両陣営に属さない、いわゆる第三勢力の存在を国際社会に知らしめ

ました。その後も、アフリカでは 1957年のガーナの独立を皮切り

に、1960年には17カ国が独立し、同年は「アフリカの年」と呼ば

れました。

　アジア・アフリカに世界の注目が集まるなか、1961年には日本

学術会議が「アジア・アフリカ言語文化研究センターの設立につい

て」を勧告します。この勧告では、アジア・アフリカの研究を「国

家的な急務」として、各種言語の基本的な研究と修得のために、言

語文化研究センターの設置を主張しました。これを受け、1963年

に文部省は「第一回アジア・アフリカ言語文化研究センター設立準

備懇談会」を開催。同年の国立大学附置研究所協議会で、大学附置

研究所としての設置を決定しました。翌 1964年4月、日本では初

めてとなる人文科学分野の共同利用研究機関である「アジア・アフ

リカ言語文化研究所（AA研）」が東京外国語大学に附置されました。
2024年には設立60

周年を迎えます。

スポーツの公式戦は天然芝・人工芝で行われることがほとんどのた
め、普段から芝のグラウンドで慣れておきたいという要望も多い

新たなガイドラインに沿って組み合わせたシンボルマークとロゴタ
イプの例。基本的に8種類の組み合わせを規定している

1 5 0 周 年 を 迎 えて
新 た に ロゴ マ ークを 規 定！

本学に関わる人なら一度は目にしたことのあるシンボ

ルマーク。中央にはたいまつ、ラテン語のLinguaの

頭文字を取った「L」。左右の羽翼は独立当初の8語

学科を意味するといわれています。建学150周年を迎

えるにあたって、これまで親しまれてきたイメージを

継承した形でシンボルマークとロゴタイプを整えまし

た。シンボルマーク、ロゴタイプ及びそれらを組み合

わせた校章ロゴマーク、またスクールカラーに関する

使用基準を定めて、視覚的な統一感を形成しました。

人工芝の範囲及び各競技のラインはイメージであり、確定したものではありません

T

O P I C
T

O P I C

別科は1960年3月に廃止、同年
4月に新たに留学生課程が設置
された。留学生課程の授業風景
（1964年）

西ヶ原キャンパス2号館、AA研
（1968年度増築完成後）

7 8
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東京外国語大学では建学から150年もの間、数多くの素晴らしい人材を世に送り出してきました。
1982年に卒業され、現在はANAホールディングスの代表取締役社長である芝田浩二さんもその一人です。
学生時代をどう過ごし、その学びを社会にどう生かしてきたのか。林佳世子学長がお話をうかがいました。

「言葉」が開く未来
加計呂麻島から世界の空へ─。

Fly t
o New

 Era
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林：留学したいという夢を抱いて東京外国語大学に
入学した学生にとって、この3年は大変な時期でし

た。もちろん、世界中が大変な状況でしたが、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大で留学できなかった学生が

大勢います。アフターコロナの時代、これからは世界

に向かって日本が再び羽ばたいていくと思っています。

ANAホールディングスの社長として、芝田さんは今

をどのように捉えていらっしゃいますか?

芝田：2023年 1月に会社の年始式で社員に向かって

語ったのは、「3年間、本当にみんな耐え忍んだ。今

年は耐える年から大きく跳ねる年へ、一緒に頑張りま

しょう」という言葉でした。飛躍の年にしたいという

思いが強いですね。

林：今日は、芝田さんに東京外大で過ごした日々やそ
こで得た学びについて伺えればと思います。まず、ど

のようなきっかけで本学に興味を持たれたのですか。

芝田：私の出身は、鹿児島県の加計呂麻島という離島
です。全校生徒が100人ぐらいのこじんまりした小学

校に通っていました。目の前には波の静かな大きな湾

があり、台風が来ると外国航路の船が風を避けるため

に、10隻、20隻と停泊するんですね。それを学校の

窓から見ていて、ああいう船に乗っていつか外国に

行ってみたいと思っていました。

林：「世界とつながる」感覚は今とは違った時代だと
思いますが、芝田さんは沖を行く船が世界を目指す

きっかけになったんですね。

芝田：その後、父の仕事の関係で奄美本島に引っ越し、
鹿児島市内の高校に進み、だんだん環境が変わってい

きました。中学、高校時代は中国の漢詩に親しみ、武

漢の黄鶴楼や揚子江など李白や杜甫の作品に登場する

ような世界に思いを馳せましたね。1972年には、日

中の国交が正常化し、近くて遠い国だった中国との距

離がぐっと縮まりました。もしかしたら将来あの景色

を自分の目で本当に見ることができるかもしれない、

そう考えて東京外大の中国語科を受験しました。

林：そうだったんですね。日本の若者は内向きになっ
ていると言われますが、本学で教えているとやはり世

界を見たい、海外で活躍してみたいという気持ちは、

みんな持っていると実感します。

芝田：その気持ちは、人間の本能だと思います。おっ
しゃるように私の時代と、今の学生では少し違いがあ

るかもしれませんが、外に出たいという気持ちは変わ

らないと思います。

鹿児島・加計呂麻島で
夢見ていた世界

東
京
外
国
語
大
学 

学
長林 

佳
世
子

Ａ
Ｎ
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ー
ル
デ
ィ
ン
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株
式
会
社　

代
表
取
締
役
社
長

芝
田 

浩
二
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林：どんな学生時代でしたか?

芝田：当時の東京外大は外国語学部の一学部のみで、
中国語科に入った私は中国語を学んでいました。ただ、

空手部の練習に明け暮れていたので、決して優秀な学

生だったわけではありません。

林：部活に打ち込んでいらした。
芝田：はい。そして、部活動が一段落して大学4年生

になると、中国語科の高橋均先生から「社会に出て、

東京外大の中国語科を卒業したと言ったら、世間は中

国語の専門家だと思いますよ。恥ずかしくないんです

か、みなさん」と言われたんですね。

林：叱咤激励されたんですね。
芝田：自分の専攻語だけはマスターして卒業しなさい
と熱心に語っていただいて、心に響くものがありまし

た。その後、たまたまキャンパスの掲示板で外務省が

北京の大使館で働く嘱託職員を募集しているというポ

スターを見つけました。試験に合格し、休学して2年

間、中国で働くことになったんです。

林：北京大使館ではどのようなお仕事をされていたん
ですか。

芝田：最初の 1年間は、第二次世界大戦後に中国に残

された、日本人残留孤児の身元調査の手伝いをしてい

ました。日本とつながりがあるという方からの手紙が

中国各地から毎日二、三百通届くので、それらの手紙

を読んで（当時の）厚生省の担当の方に引き継ぐとい

う仕事でした。

林：嘱託とは言え、本当に重要なお仕事をされていた
んですね。

芝田：少しでもお役に立てれば、という思いで取り組
みました。今でこそ、コロナ前には中国から年間900 

万人が来日して、日本からも270万人近くが中国を

訪れますが、当時はまだそれほど行き来がなく、日本

からの訪中者数は1万人足らずという時代の話です。

林：卒業して社会に出てからは、東京外大で培われた
ことはどのように役立ったでしょうか。

芝田：私は、1982年に当時の全日本空輸に入社しま

した。当時のANAはまだ国内線のみでしたが、入社

前の面接では「ANAで国際線を飛ばす力になりたい」

と熱く語りました。実際入社後は、4年間国際線の就

航準備に携わりましたが、外国のカウンターパート

（現地担当者）との接点が多かったので、コミュニケー

ションツールとしての言葉は重要でした。英語にしろ

中国語にしろ、東京外大で学んだ基礎が役立ちました

ね。そして、1986年にグアム、ロサンゼルス、ワシ

ントンに国際線を就航し、1987年には中国の路線も

開設しました。また、相手を理解するには言葉だけで

なく多様性―ダイバーシティの精神が欠かせません

が、東京外大のキャンパスにはまさにその精神があふ

れていました。多くの人たちと相互理解のもとで仕事

ができたのは、東京外大の中で培われた素養のおかげ

だと私は思っています。

他の国・地域を理解する姿勢は
東京外大卒業生の「D N A」
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林：東京外大での学びが、国際線の就航準備にも関
わっているということですね。

芝田：その後も同様です。一例を挙げると、1999年

にはANAがスター・アライアンスという世界的な航

空会社組織の一員になるんですが、全体会議ではアジ

アのエアラインもいれば、ヨーロッパのエアラインも

いる。世界の航空会社が一堂に会する中では、お互い

のコミュニケーションと相互理解がなければ何事も前

に進みませんから。

林：仕事で東京外大の卒業生にお会いされる機会もあ
ると思いますが、芝田さんから見て東京外大の卒業生

の特徴というのはありますか?

芝田：そうですね。やはり言葉へのこだわりは感じま
すね。社内にも卒業生が何人もいますが、たとえばス

ペイン語専攻の卒業生が中国に赴任するといつの間に

か中国の言葉に精通しているし、別の国に行ったらま

たその国の言葉を理解するようになる。言葉を勉強し

て、文化や現地のことを理解しようという気持ちが

強いのは、東京外大の卒業生ならではの「よいDNA」

だと私は思っています。

林：東京外大の卒業生には、言語をマスターすること
で文化に入り込めるというある種の成功体験が一つは

あります。他の国・地域に行っても、それを応用でき

るという部分があるのかもしれません。また、先ほど

のお話にもありましたが、社会が多様であること、つ

まりダイバーシティを前提として物事を考えられると

いうのも東京外大の卒業生の特徴ではないかと思うの

ですが、その点はいかがですか。

芝田：そのとおりだと思います。ですから、外国に出
ても自然に相手の方を理解しようとするし、コミュニ

ケーションツールとして言葉の力があるので、実際に

人と人との理解が促進される。東京外大の卒業生は、

そういった役回りをしっかりと果たしていける人たち

だと思っています。

林：今は、自動翻訳ツールもあって、外国語を勉強す
る意味はあるのかと聞かれることもあります。でも、

翻訳ツールが進化しても、世の中の人が母語しかしゃ

べらない世界なんて恐ろしいと思うんですね。やはり

相手の立場で考えることが、「言葉を知っている」と

いうことになるんじゃないでしょうか。

芝田：おっしゃるとおりです。同じことを相手に伝え
るにしても、表情を持って自分の言葉で話すのと、機

械に語らせるのとでは違います。少なくとも熱量は伝

わりませんよね。

林：2022年にANAホールディングスの社長になら

れたわけですが、会社を率いていく上でどのようなこ

とを心がけていらっしゃいますか?

芝田：これまでの話とも重なりますが、やはり社内で
も社外でも相互理解を示していこうということですね。

そして、相手を理解するためにはまず尊敬することが

必要です。英語では「mutual respect」ですが、私

自分の環境を高みに上げる
努力をし続ける大切さ
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は漢字2文字で「互尊」と言っています。まず「互尊」

の気持ちがあって、それを適切な言葉でファシリテー

トすることが大切だと思っています。

林：グローバル化の時代と言われてすでに久しいです
が、この時代に世界で活躍する人材になるにはどうい

うことが必要だと思われますか?

芝田：まず、最低限の語学力ですね。たとえばうちの
社員であれば、英語ともう 1か国語―たとえばフラ

ンス語、ドイツ語、スペイン語、中国語など―を身

につけることが必須です。もちろん、相手を理解しよ

うとする気持ちも非常に重要だと考えます。この二つ

を兼ね備えていれば、最低限のグローバルビジネスは

なし得ると思いますよ。

林：個人だけでなく企業にとっても、グローバル化は
とても重要な課題ですね｡

芝田：企業にとってのグローバル化には、二つの意味
があると考えています。まず、マーケットとして見た

ときのグローバル化です。日本国内だけでなく、我々

は世界を相手にビジネスをしていくんだという意味で

すね。二つめは、それに見合うルール作りです。世界

とビジネスをするためのルールを整えていかないと、

真のグローバル化は果たせないと思っています。我々

の例を挙げると、海外にいくつもの事業所がありそれ

ぞれ現地のスタンダードがあります。そ

れを、できるだけ世界標準に合わせてい

くという努力を、今は進めているところ

です。日本のやり方に合わせるという意

味ではありませんが、ルールメーカーと

して舵取りをしていくことは大切だと考

えています。

林：最後に、これからを生きる人たちに、
芝田さんからメッセージをいただければ

と思います。

芝田：「環境が人を育てるからこそ、自分の環境を高
みに上げる努力をすべき」ということを、お伝えした

いですね。たとえば、エベレストの頂上を目指すとき

は、徐々に体を順応させていって、やっと登頂に成功

します。

林：確かに、急に頂上に着くことはあり得ないですね。
芝田：自分の環境を、一つ上の高みに引き上げる努力
を常にしていてほしいと思います。これは、私自身の

体験でもあります。加計呂麻島で生まれて、高校で鹿

児島に行き、そこから東京外大に行ったこと、さらに

在学中に中国の大使館に行ったのも、私にとってはす

べて大きなチャレンジでした。でも、チャレンジし新

しいステップに進むと、その環境に自分の体は慣れま

す。環境が変わることで人は育つのです。そうした 

「環境を変える努力」をぜひやってほしいというエー

ルをみなさんに送ります。

芝田浩二（しばた・こうじ）氏　鹿児島県出身。1982年、東京外国語大学
外国語学部卒業後、全日本空輸入社。2004年アライアンス室長、2012年
執行役員、2013年ANAホールディングス執行役委員などを経て、2022年
4月より現職、及び全日本空輸取締役会長。
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VISION
第4期 中期目標（2022～2027年度）

運営・財務面で3分野の機能強化をサポート

東京外国語大学は150年の歴史を通し、世界の言語・文化・社会の教育・研究によって日本社会の国際化に寄与して

きました。しかし21世紀の今、世界情勢は大きく変わり、分断や格差、レイシズム等が深刻化しています。そして

本学の研究対象とする世界に関する知見は、多様な人々の共生にいっそう不可欠なものとなってきました。これを踏

まえ、第4期中期目標として「地球社会における人々の共生に貢献する」ことを掲げ、「社会との共創」 

「教育の高度化」「高度で融合的な研究の推進」の3分野で本学の機能を強化していきます。

言語教育の
ナショナルセンター
としての機能強化と
社会実装

多文化共生の
メカニズムを解明する
人文・社会科学研究を牽引

市民・自治体・NGO・
教育機関・企業との
幅広い取り組み

多分野の研究者による
融合型研究プロジェクトを推進

研究成果の社会実装

学生が社会の共生に
寄与する力を保証

他大学との協働により
多分野の教養教育を充実

多言語多文化化する社会で
求められる
高度な専門人材を養成

高
度
で

融
合
的
な

研
究

の
推
進

教
育

の
高
度
化

社
会

と
の
共
創

地球社会
における

人々の共生に
貢献する

https://www.tufs.ac.jp/abouttufs/outline/plans/plans_ongoing.html
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林  佳世子

東京外国語大学
学長

多文化共生社会へ
歩み続ける 1年に

今年度にかける林学長の思い─。
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2022年度は、コロナ禍からの回復が進んだ 1年でした。

授業はほぼ対面になり、留学生と日本人学生が学内で一緒に学ぶ

コロナ禍前の日常が徐々に戻ってきて、うれしく思っています。

ただ、希望通りの学生生活を送れないままに卒業した学生の無念さも

忘れられません。彼ら、彼女らのコロナ後の社会での活躍を祈っています。

一方で、2022年はロシアによるウクライナ侵攻が始まるなど

世界の情勢は決して明るいほうに向かってはいないという

厳しい現実を突きつけられた年でもありました。

そうした中、世界の各地域を深く理解している私たちの大学には

果たすべき役割があることを改めて実感しています。

また、社会の変化と共に、国立大学のあり方が問われています。

教育・研究の質と学生の満足度を保ちつつ、大学として

望ましい体制を維持していくための検討を続けています。

これまでと同じことをただ続けるのではなく、

たとえば、他大学との連携なども引き続き強化しながら、

本学ならではのミッションを遂行できる体制を作ることを

2023年の課題として取り組んでまいります。

さて2023年、東京外国語大学は建学 1 50周年を迎えました。

「外国語を学び世界と日本をつなぎたい」という1 50年前の

熱い思いを振り返り、さらに前進の糧にしたいと思っています。

当時も今も、本学は世界で活躍する人材を輩出し続けています。

言語研究と地域研究という本学の2つの強みを生かして

多文化共生社会を実現するために、2023年度も着実に歩んでまいります。
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本学の研究の発展のために

学部・大学院の教育の充実と
豊かな学生生活の実現のために

「多文化共生」をキーワードに、
本学の研究の特色と強みを可視化し発信します。

問題設定・解決能力を持つ人材育成をめざし、
特徴ある教育実践を広げていきます。

国や社会の境界を越えて研究連携を広げます。

学部・大学院において、今日的課題に応じた
教育プログラムを構築します。

社会問題の解決に向け、人文社会の立場から
学際研究及び社会との共創につながる研究を
積極的に組織・支援します。

「世界をキャンパスに」
─世界の大学との連携を進めます。

科研費獲得、研究交流など研究推進のための
支援強化と環境充実化を進めます。

「キャンパスを世界に」
─留学生と日本人学生が真に共学する
キャンパスを創ります。

学術研究成果及び学術データの
保存・公開・活用のための体制を強化し、
オープンサイエンスを推進します。

データサイエンス関連を中心にした理数系科目の
充実による、文理融合型教育を推進します。

世界諸地域に関する多様な地域研究を
推進するとともに、その知見を連携・統合し、
問題解決に向け成果の発信に努めます。

世界と結びついた新時代の言語教育を追求します。

広く社会につながる大学院教育の充実を図ります。

国内の大学との連携教育を推進し、
広い視野の涵養に務めます。

教育のDX化を進めるとともに、
オンライン連携教育を展開します。

学生支援の充実（心身の健康の促進、学修支援、
課外活動支援、就職支援、経済支援）を図ります。

研究

教育
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「多様性を力に変え、多文化共生に寄与する東京外国語大学」の
実現に向けて本学はこれらの事業に取り組みます。

多文化共生へのニーズを
核とした、社会連携・地域連携・
大学間連携の充実のために

本学の健全な経営、
職場環境の改善、さらに安全で
美しいキャンパスの整備のために

多言語多文化共生センターの活動などにより、
本学の社会連携事業を効果的に実施します。

点検評価・IR体制を強化し、その分析をふまえ
本学のガバナンス体制を見直します。

日本語教育分野や英語教育分野での
社会連携・地域連携・大学間連携を進めます。

財政基盤の強化に努めます。

卒業生とのネットワークを強化します。

ダイバーシティが確保され、だれもが働きやすい
職場環境を創ります。

大学基金を通じ社会からの
支援を獲得する活動を強化します。

安全で美しいキャンパスの維持を図ります。

大学運営のDX化を進めます。

2 0 23 - 2 0 24
ACTION

PLAN

社会連携

ガバナンス・環境・運営

17I n t e g r a t e d  R e p o r t  2023



3月に本学でのAI利用のガイドラインを公開

青山：現在、私は情報基盤担当の理事をしていますが、3

月までは教育担当の副学長でした。2023年の年明けくら

いから生成AIが話題になり始めて、教育担当副学長とし

て本学が生成AI、特にChatGPTについてどう対応するの

かというガイドラインを3月に公開しました。

土肥：あのガイドラインはよかったですね。他大学に比べ
て早かったというのもありますし、当時は慎重論も多くて

「ChatGPTは使わないほうがいい」のように言っている

大学までありました。その中で、慎重ではあるものの「ま

ずは使ってみてください」という姿勢だったのが非常にい

いと私は感じました。

青山：肯定的に評価していただいて、ありがたいです。林
学長が ITに強い関心を持っているということもあり、割

と早い段階でガイドラインを作ろうということになりまし

た。ガイドラインでは、生成AIの仕組みやメリット・デ

メリットを説明すると共に、先生方が使ったうえで、学生

に対してどのように使わせるのかを考えてくださいと指示

しました。また、5月には春学期の試験の採点などを念頭

に、教員向けのガイドラインを別途作成しています。今日

2023年、教育界の大きな話題となっているのが、
ChatGPTに代表される生成AIとの付き合い方です。
東京外国語大学では、生成AIをどう捉えていて、
教育にどのように生かすのかを、本音で語りました。

土肥  篤
世界言語社会教育センター講師

外国語
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は、言語を専門としている若手の先生に生成AIと外国語

教育についてお話を伺えればと、土肥先生にお声をかけま

した。

土肥：ありがとうございます。今年の4月に着任したばか

りで若手というよりは新米ですが。専門はイタリア語学で、

特にイタリア語の文法が実際のコミュニケーションにどう

いう役割を果たしているのかなどに関心があります。生成

AIについてはあくまで個人的な興味ですが、新しいモノ

好きなので課金もして使っています。

青山：今年は、博士後期課程の学生を対象とした「MIRAI

（多文化共生イノベーション研究育成フェローシップ）」の

プログラムの 1つとして、「TUFS vs AI」という通年イベ

ントも開催しています。月1回程度、テーマを決めてAIに

ついてみんなでワイワイ議論をするワークショップですが、

土肥先生も参加されているんですよね。

土肥：はい。学生のAIに対する本音なども聞けて、非常

に有意義です。ある学生が「AIには人間ぽくあってほし

いけれど、でも私の最後に残った人間らしさのようなとこ

ろまでは踏み込んでほしくない」と言ってて、すごく深い

ことまで考えているんだと印象に残っています。

青山：我々教員世代と学生世代では、生成AIの受け取り

方は違うと思うんですね。若い人たちは、この先ずっと生

成AIと共に生きるわけですから。今年入学した学生が卒

業する4年後には、生成AIを使いこなせないとやっていけ

ない社会になっているかもしれない。そういう状況ですか

ら、深いところまで考えざるを得ないのだと思います。

2023年、教育界の大きな話題となっているのが、
ChatGPTに代表される生成AIとの付き合い方です。
東京外国語大学では、生成AIをどう捉えていて、
教育にどのように生かすのかを、本音で語りました。

青山  亨
理事（情報基盤担当）

教育 AI
と

TUFS NOW
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土肥：そうですね。今のところ生成AIは、「嘘」をついた

り個人情報漏洩の懸念があったりなど問題はたくさんあり

ますが、サイトを開いたからといって取って食われるわけ

ではありません。先ほどのガイドラインの話にも繋がりま

すが、だからこそ、特に学生は今のうちから生成AIを使っ

て、慣れていったほうが絶対にいいと思います。

外国語教育と生成AIの関係性

青山：改めてお聞きしますが、外国語を教えている立場か
らすると、生成AIはどんな存在ですか ?

土肥：外国語はもう全部AIに任せればいい、というよう

な話をよく聞きます。でも、AIによって外国語教育の価値

がすぐに減じることはないと思っています。AIの翻訳の

精度が高くないというのも理由ですが、それだけではあり

ません。外国語を学ぶということは、単に一つの言葉を別

の言葉に置き換えることに意味があるわけではないからで

す。日本語ではない言葉で書いてある内容を理解して、さ

らにそこにどういう意図があるのか、それがどこに繋がっ

ていくのか、そういったことまで学ぶのが本学の語学教育

です。AIである程度の翻訳ができる時代だからこそ、専

門的な知識をしっかりと持っている本学学生の人材的な価

値は逆に高まっていくのではないかと考えています。

青山：なるほど。生成AIが普及しても、本学の学生にとっ

て外国語を学ぶことの価値や有用性が減少することはない、

むしろ活躍の場が増えるだろうということですね。

土肥：もちろん、外国語を学ぶのが苦しいと考える人に
とっては、生成AIはその苦しさを軽減できる可能性のあ

るツールになり得るとは思います。まあ、本学の学生であ

れば、外国語を学ぶのは楽しいはずだと思いたいですが。

青山：少し違う話になりますが、生成文法を創始した、現
代言語学の第一人者であるノーム・チョムスキーは、生成

AIを「まやかしだ」と断言していますね。

土肥：かなり否定的でしたね。でも、生成AIを全否定し

てしまうのは、もったいない気もします。生成AIがあそ

こまで自然な言語を生み出せるということは、何かしら人

間の言葉について知見を与える可能性があるものとして捉

えてもいいのではないかと思います。

青山：確かにそうですね。私は、生成AIというのは、あ

る意味「現象」だと思っています。人間の作るものは多く

の場合「こういう仕組みだから、こういう結果になる」と

いうのがわかっていますが、生成AIに関しては専門家で

あっても、なぜそうなるのかわからないことも多くて、自

然現象に近い印象を受けます。そこが、生成AIに対して

危うさや不安を感じる要因の一つにもなっているのではな

いでしょうか。

生成AIを外国語学習に生かすには

青山：ところで、土肥先生は授業ではどのように生成AI

生
成
Ａ
Ｉ
を
ど
う
生
か
せ
る
の
か

今
は
試
行
錯
誤
を
重
ね
る
時
期
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を使っていますか ?

土肥：今は、授業の準備だけですね。授業で使いたいと思っ
ていましたが、生成AIは「嘘をつく」のがネックで授業

そのものには使えません。たとえば、イタリア語には女性

名詞と男性名詞がありますが、そのレベルでも間違ったこ

とを平気で答えます。唯一使っているのが、授業のための

例文作成です。生成AIにイタリア語の例文をたくさん作っ

てもらって、その中から私が適切なものを選んでいます。

AIは、10個でも20個でも嫌がらずに（笑）作りますから。

青山：教材作成での活用ということですね。
土肥：もう少し積極的に使うなら、学生に文章を書いても
らってそれを生成AIに添削させるというのはありそうで

す。生成AIは、直接聞くと間違って答えることが多いで

すが、添削や校正をさせると非常に精度が高いので。

青山：テニスの壁打ち練習のように、学生の側で生成AI

を使って自学させる方法はありそうですか ?

土肥：生成AIを相手に、自分の専攻言語で会話してもら

うということですね。望ましい部類の使い方だと思います

が、その場合はログを提出させてこちらでチェックすると

いったフィードバックがあったほうがよいと思います。

青山：確かにそうですね。生成AIが出してきたテキスト

が正しいのかどうかを、学生が判定できるレベルにあるの

かどうかが問題になりますね。

土肥：テキスト自体の正しさもそうですし、全体のコンテ

クスト（文脈）の中で意図に合ったテキストになっている

のかも見てほしいですね。他に、AIとの「壁打ち」のや

り取りをスクリーンショットで保存して、それに対する分

析まで学生にやらせるのも面白そうです。たとえば、こう

いう聞き方をしたからAIはこう返してきたとか、AIのこ

の返答はここがおかしいがその理由はこうではないか、と

か。

青山：そこまでできたら、生成AIを外国語学習に取り込

むというより、さらに高度な学びに繋げていけそうですね。

土肥：授業にどう取り入れるかのアイデアは常に探してい
ますが、まだ始まったばかりの技術なのでいろいろな人が

いろいろなことを言っていて、見極めるのはなかなか難し

いところもあります。ただ、生成AIと壁打ちして分析を

させるというのはよさそうなので、秋学期以降に取り入れ

ることを検討しようかなと思い始めています。

青山：2023年は「生成AI元年」と言える状況で、本学と

しても試行錯誤を重ねています。それぞれが使ってみて、

このやり方はよかった、これはあまりうまくいかなかった

など実践例を増やして、情報を皆で共有していくことが大

事だと思います。このようなプロセスを踏まえることで、

来年度以降、本学の外国語教育に生成AIをどう生かすの

か道筋が見えてくるのではないかと思います。

専
門
的
な
知
識
を
持
つ
人
材
の

価
値
は
よ
り
高
ま
る
と
思
い
ま
す
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場所にしていきたいと考えています。

　ただし、日本人は「交流してください」と言われても簡

単にはできません。そこで、TASCに積極的に取り入れた

いと考えているのが「政策シミュレーション」です。「政

策シミュレーション」とは、あるシナリオに基づいて役割

を与えられた参加者たちがどう行動すべきかを議論を通じ

て考えていくゲームです。テーマは、ウクライナ危機でも

「2030年の架空の紛争」でも構いません。いわゆる議論

は形式的になりがちですが、それぞれの立場で課題解決に

取り組むシミュレーションなら、誰もが「自分ごと」にな

るため向き合い方が変わります。7月のオープンキャンパ

スでは、「ウクライナ危機シミュレーション」を模擬授業

として行いましたが非常に好評でした。

　実は、私は本学着任前の約7年間、防衛省の防衛研究所

で海外の国や機関と共に「政策シミュレーション」に専門

的に携わってきました。防衛研究所のシミュレーションは

　本学では、現代アフリカ地域研究センター、南アジ

ア研究センター、国際日本研究センター、Peace and 

Conflict Studies（PCS）をはじめとして、さまざまな

地域の研究を専門的に行っています。TUFS地域研究セン

ター（TASC）は、それらの知見を連携して、社会に向け

て世界諸地域に関わる情報発信をしていくという役割を

担っています。正式オープンは 10月ですが、私自身は一

刻も早く前に進みたいという気持ちで、夏休み前に開かれ

た高校生向けのオープンキャンパスなどでTASCの活動を

すでに始めています。

　そもそも本学の強みは、外国語をベースとした諸外国・

諸地域の研究であり、国際社会の研究です。TASCでは、

そうした個々の研究をブリッジ（架橋）することを目指し

ています。研究者は一般的に自分の研究に没頭しがちで、

他の研究者などと広く交流する機会は滅多にありません。

TASCが彼らをブリッジする存在となり、皆で交流できる

2023年10月、TUFS地域研究センター（TASC）がオープン。
センター長の吉崎知典特任教授が、TASCが果たすべき役割とそのためのアイデアを語ります。

東京外大の地域
TUFS地域研究センター設立1
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自発的に発信してくれる仕組みを作っていきたいですね。

　研究講義棟4階には、TASCの拠点となる「TASCラウ

ンジ」を作りました。ここには、2000年～2010年頃の

平和構築の専門書を約3,000冊揃えています。アフリカ

やユーゴスラビアの内戦に関わるものなど、本当に価値の

高い専門的な書籍ばかりが数多くあるので、本学の大学院

生や教員にはぜひ積極的に利用してほしいですね。

　たくさんの人に訪れてほしいので、TASCラウンジは

オープンな場所であることを心がけました。4階に来てい

ただければわかりますが、廊下からはラウンジ内がよく見

えるように大きなガラスを使っています。さらに、室内の

窓から5階までのアプローチを整備して、5階の広場にも

出られるようにしました。屋上からは緑豊かなキャンパス

と広い空の絶景を一望できて、研究に疲れたときにはリフ

レッシュすることができますよ。

　「政策シミュレーション」やTASCラウンジなどを通じ

て専門家同士が自然に交流して、情報を共有していく。そ

れをサポートしていくのがTASCの役割だと考えています。

実際の政策の検証などが目的で、大学で行うものとは異な

る部分もありますが、一緒にゲームをすると立場を超えて

交流が深まるというのはどこでも同じです。

　TASCに求められているのは、冒頭でお話したように各

地域研究の情報発信です。しかし、一方的に自分たちの研

究成果を発信するだけでは、社会になかなか伝わらないと

考えています。「発信する」という発想ではなく、皆で一

緒に考えて「共有する」ほうが社会に与えるインパクトは

大きいはずです。そして、一緒に考えてもらうには「政策

シミュレーション」が非常に効果的なのです。しかも、専

門家同士が真剣にやり取りをすれば新しい見方や気づきが

必ず生まれるはずで、本学にとってもっとも重要である研

究の質の向上にもつながります。

　また、マスメディアにもこの「政策シミュレーション」

に参加してもらうことを考えています。彼らがプレイヤー

としてゲームに参加すれば、必ず記事に書いてくれるはず

ですから。メディアや研究者が地域研究をテーマに書いた

書籍について自ら語ってもらうライブラリー・トークも企

画しています。他者が、本学の地域研究やTASCについて

研究 吉崎  知典

T U F S地域研究センター長
特任教授

TUFS NOW
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おり、また、広く一般社会に向けて、相互理解につながる

情報の発信に努めています。

　たとえば、本学の国際メディア情報センターでは、「日

本語で読む世界のメディア」と題したプロジェクトを通じ

て、中東から東南アジアに渡る各地で発行されている現地

語新聞の記事を在学生が翻訳し、専門的な知識を持つ卒業

生や教員が校閲したものを、インターネットで発信する取

　人類の歴史は争いの歴史と言っても過言ではありません。

21世紀の起点も「9.11」でした。そして新世紀の幕開けか

ら20年以上が経過した今日でも、ウクライナへのロシア

軍の侵攻をはじめ、世界各地で争いが続いています。争い

はすべて人間と人間の対立に起因していますので、相互理

解が何よりも重要です。本学は異なる言語や文化を持つも

の同士の相互理解に寄与する人材の育成をその使命として

「ロシア政権」
「ウクライナ侵略、文化人の出国相次ぐ」
「ロシア、混迷の世界をどう読み解く」

沼野 恭子  名誉教授
ロシア文学・文化

現代東アラブ地域政治

フィリピン地域研究

現代イスラーム研究、ジェンダー

南アジア地域研究、近現代史

アフリカ地域研究

「タリバンってそもそも何?」

「タリバン潤す? 神秘のラピスラズリ 
集中する生産地、利権の歴史は」
「タリバン復権 1年 
日本で難民認定 今の思い」

登利谷 正人  講師

「ジブチになぜ自衛隊の
拠点があるのか、その重要性」

「アフリカ開発会議の焦点」

「アフリカに浸透するワグネル」

「スーダンの武力衝突」

武内 進一  教授

「トルコ・シリア大地震と
12年におよぶ紛争・制裁に喘ぐシリア」
「欧米諸国とロシアの代理戦争の
主戦場となったシリアとウクライナ」

青山 弘之  教授

「『独裁ノスタルジア』とマルコス家の復権」
「フィリピン大統領選」

日下 渉  教授

「イランの女性拘束死亡事件、
事件から2カ月」

後藤 絵美  助教

地域研究の国際報道への貢献2
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（TASC）」（22～23ページ参照）はその一例です。本セン 

ターを通じ、本学は、学術研究の成果を踏まえた地域研究

の情報発信に積極的に取り組んでいます。

　2022年度以降現在までに本学の教員が、国際報道にお

いて貢献した事例をいくつか紹介します。

り組みを10年以上行っています。

　また、本学がこれまで推進してきた世界の言語・文化・

社会に関する研究を、世界の諸問題に対する直接的な理解

に役立て、異文化間の対話と相互理解、地球社会における

人々の共存・共生に寄与することを目指し、研究組織を整

備しているところです。

　2023年 10月に新設された「TUFS地域研究センター

国際関係論、平和構築

台湾政治研究

国際政治学、安全保障論

ラテンアメリカ地域研究

オセアニア地域研究

香港、南中国地域研究

国際関係論、現代ブラジル政治

「スーダンの武力衝突」
「地政学から見える国際紛争の構図」
「集団的自衛権」
「中台関係」

「G7広島サミット」
「ウクライナ情勢」

篠田 英朗  教授

「中台関係」
「台湾総統選」

小笠原 欣幸  名誉教授

「香港返還25年
消えゆく自由  挫折した民主化」

倉田 明子  准教授

「『核兵器との共存』考える時代」

「米韓の核合意」

吉崎 知典  特任教授

「ブラジルの暴動は『三権への攻撃』
社会の『分極化』は改善されず」
「ブラジル『ルーラ新政権』に期待される
国際社会での信頼回復」

「ブラジル大統領選」

舛方 周一郎  講師

「太平洋島嶼地域をめぐる
米中の影響力争い」

片岡 真輝  講師

内山 直子  准教授

「メキシコは変われるか?
ロペス・オブラドールの実像と野望」

TUFS NOW
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活動報告

「多文化共生」をキーワードに、
本学の研究活動の
特徴と成果を可視化します

問題設定・解決能力を持つ
人材育成をめざし、
特徴ある教育実践を広げていきます

多言語多文化共生センターにより、
本学の社会連携事業を
効果的、効率的に実施します

適切な点検や分析をふまえ、
本学のガバナンス体制を見直します

「世界をキャンパスに」
─世界の協定校と連動した
教育を実現します

自立した活動基盤の構築に向け、
社会からの支援を
獲得する活動を強化します

安全で美しいキャンパスの
維持を図ります

研究の国際化を推進します

キャリアにつながる
大学院教育の充実を図ります

本学と社会との連携を充実させるため、
卒業生とのネットワークを強化します

財政基盤の健全化に向けた検討を進め、
自己資金率の増加に努めます

社会問題の解決に向け、
人文社会の立場から発信を強化します

新時代の言語教育への脱皮を図ります

社会のニーズに応え、
リカレント教育の拡充を実現します

働きやすい職場環境をつくります

研究環境・支援の充実を図ります

安全・安心を確保しつつ、
充実した学生生活の実現を図ります

研究

教育

社会連携

ガバナンス・環境・運営

2022年度は、以下のアクションプラン
（「アクションプラン2021-2022」）を立てて各事業に取り組みました。
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るという「文化」があります。言い換えると、複数の

研究者で共同研究することに慣れています。

　それでは、本学でも何らかのプロジェクトを立ち上

げて、学内・学外から理系も含む複数の研究者を集め

れば共同研究ができるでしょうか。結論から言うと、

単に研究者を集めても、有機的なコラボレーションを

生み出すのは簡単ではありません。なぜなら、理系の

大学が経験の中で培ってきたであろう、共同研究のノ

ウハウのようなものは残念ながら本学には不足してい

るからです。また、個人の研究で成果を上げながら、

共同研究でも同じように成果を上げることは、研究者

にとっての負担が小さくありません。共同研究を成功

させるには、研究者自身に共同研究の意義やメリット

を感じてもらうことも必要です。

　そこで、本学では2022年4月に、共同研究や学際

研究、また本学で行われている研究成果の社会への還

元に向けた取り組みを支援する「学際研究共創セン

ター（TReNDセンター）」を設立しました（30ペー

ジも参照）。共同研究そのものの支援はもちろんです

が、これまで共同研究の機会があまりなかった本学の

研究者に、共同研究や学際研究について知ってもらう

と共に、問題点や課題点をあぶり出して「見える化」

するところから活動をスタートしています。具体的に

は、共同研究の必要性を理解してもらうための勉強会

や講演会を開催したり、異分野の研究者と交流する機

　本学で行われている研究の多くは、人文社会系のカ

ラーが強いものです。それぞれの研究者がテーマを決

めて、個人で研究に取り組むスタイルが主流です。研

究テーマ自体はバラエティに富んでいるため、個人の

研究の集合体が本学の研究における多様性の基盤と

なっています。それが、伝統的に本学の研究の特徴で

あり、強みとなっていると言えます。

　一方で、今、社会で強く求められているのは、文理

融合や学際研究といったキーワードに代表される分野

を超えた連携であり、「総合知」を実現するような研

究です。また、研究の成果を社会に積極的に還元し、

社会の課題解決に繋げることも求められています。

　では、どのように個人をベースとした研究を、共同

研究や学際研究につなげていくのか。これまで社会の

中の課題解決に直接的に関わることが少なかった本学

の研究を、どのように社会に広く還元していくのか。 

2022年度、本学ではアクションプランに基づいて、

学際融合研究を生み出す大学連携・大学間研究交流を

実現するために以下のような取り組みを進めました。

　すでに述べたように、人文社会系の研究は個人で取

り組む場合がほとんどですが、理系の場合は特定の研

究成果を目指してプロジェクトベースで研究を行うこ

とが珍しくありません。そのため、理系の学部・研究

科のある大学には、もともとチームを組んで研究をす

本
学
が
強
化
す
べ
き

研
究
の
方
向
性

学
際
・
共
同
研
究
支
援

Ｔ
Ｒ
ｅ
Ｎ
Ｄ
セ
ン
タ
ー

研究

■科学研究費補助金の受入状況 （他大学との比較）
　多様な研究を進めるには、研究環境を資金面でも調えることが重要で

す。本学では、小規模人文系大学ながら、外部からの研究費の獲得に積

極的に取り組んできました。

※国立大学の文科系大学について

　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構による各国立大学の財務関

係情報の集計・分析に用いられる特性別区分（86大学を学部構成等の

特性に応じて

①旧帝国大学、②附属病院を有する総合大学、

③附属病院を有しない総合大学、④理工系大学、⑤文科系大学、

⑥医科系大学、⑦教育系大学、⑧大学院大学の8区分に分類）を基に、
⑤文科系大学の5大学間での比較データです。

⑤文科系大学：5大学
　小樽商科大学、滋賀大学、東京外国語大学、東京藝術大学、一橋大学
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系と専門がそれぞれ異なる中で、本学ならではの視点

も共同研究に大いに貢献することができました。

　2022年度は、「TUFSフィールドサイエンスコモン

ズ（TUFiSCo）」という研究支援組織も立ち上げまし

た（30ページも参照）。

　この組織の機能を端的に言うと、フィールドワーク

などを通じて収集したデータをデジタル化し、本学内

はもとより国内外の研究者に公開して、共同研究など

に活用してもらうための基盤になることを目指してい

ます。データのデジタル化には技術的な課題もありま

すが、TUFiSCoが重視しているのは技術面だけでは

なく、データを社会に還元して生かしてもらうという

ところです。もともとは「アジア・アフリカ言語文化

研究所（AA研）」が長年にわたって進めてきた取り

組みを、全学レベルに広げたものです。

　背景にあるのは、これからの研究は「循環型」であ

るべきだという思いです。従来フィールドワークなど

を通じて収集されたデータは学術研究だけに使われ、

データを収集される社会自体には一切還元されてきま

せんでした。現地の社会は一方的にデータを収集され

るだけでした。しかし、そうした「収奪型」ではなく、

集めたデータや得られた研究成果を現地社会での課題

解決にも役立ててもらう「循環型」の研究が、これか

らの社会では求められていると考えています。

会を設けて、共同研究が自身の研究にもたらす意義や

効果を実感してもらったりといった活動をしています。

　TReNDセンターの設立は2022年ですが、実はそ

れ以前から本学と他大学との文系・理系を超えた連携

は存在しています。

　一つは、2017年に始まった本学と東京農工大学、

電気通信大学の国立三大学から成る「西東京国立三大

学」の取り組みです。スタートは、大学間の連携を基

盤とした文理協働型のグローバル人材プログラムの実

施ですが、その後三大学で連携して共同研究組織を作

ろうという話に発展しました。本学以外の二大学はど

ちらも理系です。文理融合で共同研究をしたいと本学

が希望しても、関係性のない大学とすぐに何かを始め

るのは簡単ではありませんが、もともと教育分野で連

携していたので文理融合を実践するよい機会になりま

した。TReNDセンターは、三大学での共同研究を進

める際の連携窓口としても機能しています。

　もう一つの大学間連携は、本学と東京医科歯科大学、

東京工業大学、一橋大学による「四大学連合」です（31

ページも参照）。こちらも教育プログラムの連携から

スタートしましたが、2021年に「四大学連合ポスト

コロナ社会コンソーシアム」を結成し、コロナ禍での

さまざまな問題やコロナ後の社会をテーマに、本格的

な共同研究に臨みました。人文社会系と医療系、理工

既
存
の
大
学
連
合
で

共
同
研
究
に
取
り
組
む

「
循
環
型
」
の
研
究
へ

Ｔ
Ｕ
Ｆ
ｉ
Ｓ
Ｃ
ｏ
設
立

■研究経費比較

　研究活動で消費される経費が大学の経常的な経費に占める割合を示し

ます。この数値が大きいほど、研究活動に使用される資源の割合が高い

ことを示しています。ただし、分子の【損益計算書】研究経費には人件

費等が含まれていません。また研究経費として大学の基盤的研究以外に

受託研究及び科研費等による研究で消費される経費が含まれます。

定義式＝（【損益計算書】研究経費＋受託研究費＋共同研究費＋【科学研究費補助金の明細】
科研費等の直接経費）／（【損益計算書】経常費用＋【科学研究費補助金の明細】科研費
等の直接経費）×100
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　2022年4月、本学は「学際研究共創センター（TReND

センター）」を設立しました。本学で行われている研究と

社会とを繋ぐ役割を担うための研究支援組織です。

　本学で行われている人文社会の研究は、伝統的に個々の

研究者が自分の専門分野を究めていくタイプがほとんどで

す。専門性の高い研究は重要ですが、一方で現代社会では

分野を超えた学際的な研究が求められています。背景には

複雑化する社会では複数の要因が絡み合う問題が多く、特

定分野の知見だけでは解決が難しいことが挙げられます。

　とはいえ、異なる分野の研究者を単に集めるだけでは有

意義な学際研究は望めません。異なる分野の研究者が共同

で研究するには何が必要なのか、大学の枠を超えて研究者

が連携するにはどんな方法があるのかなど、有機的に学際

研究を行うための方法論の可視化を目指しています。

　2022年10月に、本学はフィールドワークを通じて収集

した一次データをデジタルアーカイブとして公開し、国

内外の研究者による共同研究や社会への還元を目指す

全学研究組織、「TUFSフィールドサイエンスコモンズ

（TUFiSCo）」を立ち上げました。

　TUFiSCoの設立には、本学で60年以上、アジア・アフ

リカの言語や問題の理解と解決に資する国際的共同研究を

行い、その結果を国際的に発信してきた「アジア・アフリ

カ言語文化研究所（AA研）」が中心的役割を負っていま

す。AA研の研究を特徴づけるフィールドサイエンスでは、

フィールドワークによって得られたデータを分析し学術研

究を行いますが、かつては収集されたデータは、研究者個

人が保有、または一部の研究者でのみ共有するのが一般的

でした。しかし、貴重なデータは社会で広く共有するこ

　設立初年度である2022年度は、勉強会や講演会、ワー

クショップなどの開催に力を入れました。そうした機会を

通じて、社会の課題と大学での研究の関係性や学際研究活

動の必要性、複数の研究が融合的に行われる意味などにつ

いて多くの研究者と共に考え、認識を新たにしました。

　具体的な開催例としては、社会のあらゆる領域に広がる

AIに着目して、AIのもたらす新たな意味や課題について

考える勉強会「新・基礎情報学」（計4回開催、関連の講

演会も別途2回開催）、「研究と社会との接合面について考

えるワークショップ2022秋冬」（研究者及び博士課程在

籍者を対象に半年をかけて開催）などがあります。

　今後は、TReNDセンターが中心となり、具体的に「社

会と繋がる研究」が期待できるテーマを見極め、実際にプ

ロジェクトを組織することなども検討していく予定です。

とで、新たな価値を生み出します。そこで、AA研では研

究所内の組織である「情報資源利用研究センター（ IRC）」

を通じて、研究者が収集したデータのデジタル化やデータ

の公開支援に取り組んできました。そうした活動を、全学

組織てして広く展開していこうというのがTUFiSCoです。

　2022年の活動としては、フィールドワークを通じて収

集した、チベットで牧畜生活を送る人々の民族語彙を一冊

にまとめた『チベット牧畜文化辞典』の制作や、コロナ禍

の中で生み出された各地の芸能の在り方を考察する共同研

究「『コロナ状況』下で育まれる芸能」などがありました。

　今後は、研究者のみならず、広く日本の社会の人々や

フィールドワークの対象地域に住む現地の人々などの視点

も入れた、社会循環型の研究を目指していく予定です。

本学の強みである人社系の研究を
社会と繋ぎさらに価値を高める

研究活動で得られたデータや成果を
デジタル化して社会に還元する

学際研究共創センター（TReNDセンター）

TUFSフィールドサイエンスコモンズ
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　東京外国語大学出版会は、本学で行われている研究・教育の成果

をより多くの方に届けようと設立され、すでに 15年以上の歴史が

あります。最近では、国境を越えた言語や文化を広く扱った一般書

（『地球の音楽』『世界を食べよう ! 』 『28言語で読む「星の王子さ

ま」』など）が好評です。また、本学の根幹である言語教育のノウ

ハウを生かした教材（『大学のロシア語』『大学のスペイン語』など）

や、大学での学びの入門書（『ブラック・ライヴズ・マターから学

ぶ』『国際日本研究への誘い』など）も多くの読者を獲得しています。

さらに、植民地近代を問い直す一連の書籍（『朝鮮人シベリア抑留』

など）、写真集『マイノリティとして生きる』や『「テロとの戦い」

との闘い』のようにイスラームの政治や文化に焦点を当てた書籍も

数多く出版しているのが特徴です。書物のあり方が変わりつつある

中、本出版会も辞書や書誌データベースなどの刊行については、電

子書籍の可能性を検討すべき時期に来ています。

　「四大学連合ポストコロナ社会コンソーシアム」は、新

型コロナウイルス感染症が猛威を振るっていた2021年 1

月にスタートした国立四大学（東京外国語大学、東京医科

歯科大学、東京工業大学、一橋大学）の共同研究の枠組で

す。新型コロナウイルス感染症対策とポストコロナ社会に

関する研究を進め、有効な対策に関する政策提言を行うと

共に、四大学連合の実質的な研究と教育の連携を進めよう

という目的でスタートしました。

　もともと「四大学連合」が結成されたのは2001年で、

教育プログラムでの連携はありましたが、それぞれの専門

分野が異なるため研究面での連携はあまり進んでいません

でした。しかし、国が進める「ムーンショット型研究開発

事業」に「四大学連合」で申請したことで、採択には至ら

なかったものの共同研究に手応えを感じ、それがこのコン

ソーシアムに繋がりました。また、専門分野に関わらず、

誰にとっても新型コロナウイルスは関わりのある重要な

テーマだったというのも実現に至った一つの理由です。

　2021年度は、「新型コロナ流行から50年後の社会と研

究」というテーマでの異分野融合研究会や、「コロナ禍に

よって社会に生じている分断の3領域」をテーマにした四

大学の学生によるグループワークなど、四大学共同でのイ

ベントを複数回実施しました。また2022年度には、東京

医科歯科大学の主導で、今回のコロナ禍を通して見えた数

多くの課題について、医療関係者や経済学者、厚生労働

省関係者などさまざまな立場の人へのインタビューなど

も交えて検証する総括的なプロジェクトを実施しました。

2023年度については、テーマをポストコロナ社会からAI

に変えて、四大学で新たな共同研究を進めていきます。

本学ならではの視点がある
書籍を多数刊行

コロナ禍とポストコロナの時代を見据えた
四大学の共同研究

東京外国語大学出版会から2022年に刊行された書籍の例

東京外国語大学出版会

四大学連合ポストコロナ社会コンソーシアム
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四大学連合座談会

研究

異分野融合の実践に取り組む中で感じる、手応えと課題とは。

これまでの活動を振り返る

中山：「四大学連合ポストコロナ社
会コンソーシム」は、ここにいる4

名が各大学の代表として動いていて、

2週間に一度のペースでオンライン

会議をしています。また、定例会議

に加えて、不定期で集中討議をする

機会も設けています。

佐藤：2022年度は、集中討議が2

回ありましたね。2回ともオフサイ

トで、1回は泊りがけでディスカッ

ションをしました。有意義な議論が

できていると思います。

岡田：私は、2022年の7月1日に東

京医科歯科大学に着任しましたが、

着任日に集中討議の合宿に参加しま

した。そのときに、新型コロナウイ

ルス感染症についての社会の対応を

テーマに取り上げてはどうかと提案

したのを覚えています。

新田：私にとっては、このコンソー
シアム自体がとても刺激的です。活

動する中でいろいろな気づきがあっ

たと実感しています。

中山：コンソーシアムができた
2021年度からの活動を振り返ると、

まず2021年2月に医科歯科大の主

催でキックオフシンポジウムを開催

し、6月には東京外大で四大学の学

生に参加してもらい、ワークショッ

プを開催しました。また、12月に

は東工大の運営で、研究者と四大学

の先生方による異分野融合イベント

を開きました。これはグループで交

流する機会を作って、そこから何か

に繋がればいいねという性質のもの

でした。ここまでが2021年度の活

動で、2022年度は一橋大が中心と

なって進めた企画「大人のためのゼ

ミ」を4回にわたって開催しました。

佐藤：このイベントの目的は 2つ

ありました。1つは「この際だから、

今さら聞けないことを聞き合おう」

ということです。たとえば、我々は

社会科学の大学で、工学や医療のこ

とは学生も、あるいは先生方もあま

りよく知らない場合が多い。逆に、

理系の大学の方は、政治や文化を必

ずしも学んできているわけではあり

ません。でも、せっかく専門分野が

1986年東京外国語大学外国語学部卒
業、1997年カリフォルニア大学サンタ
バーバラ校大学院Ph.D.（言語学）。ア
ジア・アフリカ言語文化研究所助教授な
どを経て、同研究所教授。現在、副学長
（研究支援等担当）・附属図書館長。専門
は言語学。

中山  俊秀

東京外国語大学
副学長／教授
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異なる四大学の研究者が集まってい

るのだから、どんなことでも聞いて

みて、その知見を共有しようと考

えました。また、もう 1つの目的は、

知見を共有した結果とも言えますが、

お互いの「気づき」です。質問する

側も回答する側も、普段は自分たち

の中でだけ通用する「共通言語」を

重んじる傾向があります。そのこと

について、お互いに考えてもらうこ

とが異分野融合を実現するうえで大

切なのではないかと考えました。

中山：第 1回目が6月で、最後の第

4回目が 11月の開催でした。データ

を見ると、全4回で延べ340名、主

に四大学の教員や研究者、大学院生、

学部生などさまざまな立場の人が参

加してくれましたね。

佐藤：第4回まで多数の参加者がい

て、盛り上がることができて非常に

良かったと思っています。第 1回は

一橋大が企画してウクライナ侵攻を

含む最近の国際情勢を、第2回は東

工大の先生にご登壇いただいてフェ

イクニュースなど情報関連について、

第3回は東京外大が企画してフェミ

ニズムやジェンダーを取り上げまし

た。そして、最後の第4回は次のイ

ベントにもつながっていくテーマで

すが、コロナと医療について、岡田

先生と同じく医科歯科大の藤原武男

先生にご登壇いただいて議論しまし

た。「大人のためのゼミ」シリーズは、

日々学び続けることの大切さや、さ

まざまな考え方があることを、改め

て感じるいい機会になったと思って

います。

中山：2022年度は、もう一つの大

きな企画が動きました。それが、先

ほど岡田先生がおっしゃっていた、

コロナについて社会はどう対応した

のかを考えるプロジェクトです。そ

れまでのイベントは、どちらかとい

うと「交流」に軸足を置いていた部

分もありますが、このコロナ総括の

ほうは、より「共同研究」に近い取

り組みだったと思います。

岡田：一言でコロナと言っても無限
にテーマはありますが、その中でコ

ロナが流行し始めた初期の頃にもっ

とも大きな関心の一つだったPCR

1992年一橋大学経済学部卒業、98年
カナダ・クイーンズ大学Ph.D.（経済学
取得）。99年一橋大学経済学研究科に着
任、2009年から同教授、現在に至る。
2023年から経済学研究科長。専門は
財政学。2019年日本経済学会石川賞受
賞。政府税制調査会等の委員を歴任。

佐藤  主光

一橋大学
経済学研究科長／教授
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研究

検査をテーマに設定しました。危機

管理は最初が肝心ですが、PCR検

査は大きな混乱をもたらす要因にな

りました。今後も同じようなことが

起きれば、また必ず直面する社会問

題ですし、この機会を逃すと具体的

かつ冷静に話合うのが難しくなると

考えました。2022年度の秋頃から、

コロナ対応の政策作りの中心にいた

行政関係者や、政府のアドバイザー

立場にいる研究者、マスコミ、諸外

国の事情に詳しい人など、15名の

有識者にインタビューを実施。そこ

に四大学の関係者も加わり、それぞ

れの専門性の観点から質問や意見

交換を重ねました。2023年3月に

入って、インタビュー結果も踏まえ

た上で、今回のコロナのPCR検査

について課題は何だったのかを改め

て話し合い、さらにワークショップ

も開催しました。実は、コロナの

PCR検査について、ここまで各方

面の意見を聞いてきちんとまとめた

ものは、他に存在していません。そ

ういう意味では、素材として面白い

ですし、世に出すべき話だろうと私

は思います。

中山：岡田先生から見て、四大学で
やってみて想定通りにいかなかった

部分、あるいは厚生労働省で同じこ

とをやったら違っていただろうとい

う部分はありますか ?

岡田：そうですね、長年厚生労働省
にいて、まさに異分野を一堂に集め

て現実的な解を作るというのが仕事

でしたが、その観点からすると、ア

カデミアの方たちは、自分の専門分

野ではないことを過剰に気にされる

というのは感じました。ただ、そも

そもコロナ検査の専門家というのは

まだいないわけです。医療的な話だ

けでなく、費用や運営体制、国民感

情などコロナ検査にもさまざまな側

面があり、経済学や社会学などの学

問が関わってきますから。

中山：私自身、コロナ検査に限らず
自分が専門外だと思う分野では、な

かなか発言しにくいです。インタ

ビューでも、特に最初のうちは発言

をためらっていました。ですからア

カデミアの慎重さというのは非常に

よくわかります。

岡田：もう一つ、課題として感じた
のは、異分野融合の研究をどう評価

するかがまだ定まっていないことで

す。我々教員は、ある程度自由な立

場で関わることができますが、たと

えば目に見える形での評価が必要な

学部生や院生にとっては、評価の方

法が確立していないと、参加しづら

いのではないかと思いました。

中山：それは重要なポイントですね。
ある種の方法論にのっとっていない

と、きちんと評価されない、研究と

して認められないということでは、

異分野融合は進まないですね。

異分野融合に必要なこと

岡田：異分野間で共に研究していく
ときには、「その発言は何が根拠な

んですか ? 」などと、すぐにエビ

デンスを問わないルールが必要かも

しれません。

佐藤：アカデミアの人たちは、間
違ったことを言ってはいけないとい

う無謬性にこだわりますね。もう一

つ、異分野で研究するときには、お

互いの言葉が通じないことも課題で

す。行政とアカデミアの間でもよく

あることですが、認識が違うから議

論がかみ合わなくなってしまう。た

だ、解決のヒントとしてはこのコン

ソーシアムがあると思います。日頃

から話し合っているから、ある程度

言葉が通じ合うし、意見が違うこと

も分かり合えている。もしまた、コ

ロナ級の事態が起きても、このグ

ループなら何かできそうですね。

中山：分野ごとに言葉や認識が違う
のはどうしても避けられないけれど、

「この人が言うことなら、一度話を

聞いてみるか」という関係は強いで

すね。新田先生は、東工大で研究者

の連携やマネジメント強化を支える

役割も果たしていらっしゃいますが、

その視点から異分野間での研究につ

いてどう思われますか ?

新田：日本の教育システムの問題か
もしれませんが、自由に考えること

に慣れていないと感じます。特に理

系に多いと思いますが、考えるにあ

たって、境界条件を用意してほしい

と言うんですね。アカデミアだけで

なく企業でも同様ですが、条件が与

えられるとワークするけれど、それ

岡田  就将

東京医科歯科大学
大学院医歯学総合研究科
政策科学分野教授

2000年東京医科歯科大学医学部卒、同
大小児科入局。医学博士。2005年医系
技官として厚生労働省入省し、先端技術
の研究開発、医療応用に係る行政実務等
に幅広く携わる。2022年7月より、東
京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
政策科学分野教授

四大学連合座談会。
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がないと動けない。異分野融合も同

様で、「○○を解きなさい」と言わ

れたら考えられるけれど、何でもい

いからどこかと話して新しいことを

考えてと言われると、足が止まって

しまう。分野を超えてくださいと言

われても、どこに超えたらいいのか

わからないという感じでしょうか。

日本人はイノベーションという言葉

が好きですが、なかなか実際のイノ

ベーションは起こせていない印象で

す。ただ、このコンソーシアムの活

動の中で、少しずつ変わってきてい

るかなという気もします。

佐藤：シュンペーター※が言うイノ

ベーションは、技術革新ではなく本

当は「結合」という意味なんだそう

です。今ある複数のものをくっつけ

て、新しいビジネスモデルを作った

り、新しいテクノロジーを生み出す

のがイノベーション。そう考えると、

異分野融合はまさにイノベーション

だと言えますね。自由に考えること

に慣れていないという話ですが、も

ともと我々研究者を突き動かして

いるのは好奇心だと思います。もっ

と自分たちの本能に素直でもいいの

ではないでしょうか。専門分野で

なくても、知りたいならとにかく聞

いてみていいと思うんです。他方、

SNSなどでは何の知見もなく思い

ついたことを言い放って、それで世

論が形成されていることを考えると、

研究者は少し慎重過ぎるでしょう。

新田：こういう集まりの中では、自

分の専門分野を除けば必ず素人です。

理想論ですが、専門家の部分が尊重

されたうえで、素人として話ができ

る環境が重要だと思います。

中山：素人の視点って実は大切です
よね。専門家は研究で理論的純度を

追求しがちなので、ともすれば現実

とのリンクが切れてしまっている場

合があると思います。一方、素人は

現実の側からの問いを投げ込むので、

社会的な課題を考えるときには、素

人の視点が欠かせない気がします。

岡田：さっき佐藤先生がおっしゃっ
た、異分野融合は「結合」だという

のは、私も実感としてありますね。

また、素人というか分野を超えた人

たちが議論に入ってくることで気づ

きが多く得られると思います。

2023年は「AI」が研究テーマ

中山：2023年は、AIをテーマにま

た新しい企画を始めます。AIもコ

ロナ同様、誰にとっても「自分ごと」

です。また、抽象論や理念的な話で

はなく、目に見える影響が出ている

ので、人によって見方は違うにしろ、

一応共有できるし、そこから対話を

生み出せると思います。2023年度

は東工大にリード役をお願いしてい

ますが、AIというテーマにどのよ

うに取り組みますか ?

新田：いわゆるAIの専門家を呼ん

で勉強する方法は、巷でよくやって

いるので、我々のグループであえて

やる必要はないですよね。そこで、

新しい試みとして二大学のリレー

対談を、各大学総当たりで合計6回、

研究者版と学生版でそれぞれやって

みようと思います。各回で何らかの

「問い」を残して次の対談に渡すと

いうリレースタイルです。次の二大

学は、その「問い」をもとに話して

もらうというわけですね。1つの「問

い」から学生のリレートーク、研究

者のリレートークを経て、最後は何

が出てくるのかを楽しんでみよう

じゃないかというところです。

中山：どんな「問い」が出るのかが、
一つのポイントになりそうですね。

新田：最初の「問い」だけは、顔合
わせのときに作ろうと思いますが、

どのように作るかはまだ検討中です。

皆の発想をぶつけ合って、最後に行

き着いたところを「問い」にしたい

ので、たとえば事前にいくつかの選

択肢を用意するといったことはまっ

たく考えていません。

佐藤：リレー対談は、予定調和にな
らないところがいいですね。我々自

身も、出口がどこにあるのかわから

ない。AIに絡めると、そこが人間

とAIの最大の違いと言えるかもし

れません。AIは論理に基づいて予

定調和的に考えるはずですから。面

白くなりそうですが、現在進行形の

話題だと、学生は好き勝手に話すで

しょうが、研究者は無謬性にとらわ

れて議論が慎重になる可能性もあり

ます。あまり気にせずに、好奇心に

即した議論になるといいですね。

新田  元

東京工業大学
リサーチ・アドミニストレーター
（上席U R A） 1988年東京工業大学電気電子工学科卒

業、1990年同大学大学院理工学研究科
修了。ソニーにて民生用ビデオ機器を中
心に商品開発に従事。2017 年より東京
工業大学URA。現在、国際先駆研究機
構 研究戦略部門長（上席URA）。
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上が対面、オンラインは 15%弱となりました。対面

の授業にはオンラインにはないライブ感があり、学生

同士の知的なコミュニケーションの場という役割もあ

ります。ただ、過去3年間で積み上げたオンラインの

ノウハウ・知見は財産であり、今後もさまざまに生か

していくべきであることは間違いありません。本学で

は、主に①海外大学との連携、②国内の協定校との連

携などで、引き続きオンラインによる授業を強化・拡

張していきます（38ページも参照）。

　また、教育情報化支援室では、よりよいオンライン

環境のためのツール開発などにも取り組んでいます。

「テレプレゼンスモバイルシステム（TMS）」はその

一例です。遠隔でもその場にいるような双方向のコ

ミュニケーションを取ることが可能なシステムで、オ

ンラインと対面を組み合わせたハイフレックス型の授

業などで威力を発揮します。すでに、複数の授業やオ

ンライン保護者会などで使用されています。

　本学では、日本の地方の現状と抱えている諸問題な

どを実際に現地を訪れて学び、理解を深めた上で地方

創生へとつながる提案をしていこうというスタディツ

アーを、山形県の複数の自治体との連携で2018年度

から夏学期・冬学期の年2回実施しています。

　日本人学生に加えて外国人留学生も多く参加し、本

学が特色として持つ世界の諸地域に関する知識や経験、

　本学では、国内外の大学と連携しながら、世界の諸

地域の課題に取り組み、「多文化共生社会」の実現に

寄与する人材を育成しています。コロナ禍を経て大き

く変化する環境の中で取り組んだ、2022年度の活動

事例をいくつか紹介します。

　新型コロナウイルス感染症の世界的な流行が教育現

場にもたらした大きな変化の一つが、オンラインの活

用です。コロナ禍以前も、教育現場ではオンラインに

よる遠隔授業の仕組みやツールが使われていて、本学

でも海外の大学などと遠隔で授業を行っていました。

また、オンライン及びクラウド環境を前提に運営され

るLMS（学習管理システム）も導入済みでした。

　しかし、授業は対面が基本で、オンラインはあくま

で補助的な役割だったのが実情です。それが、コロナ

禍で対面授業が制限された期間に大きく変わり、オン

ラインでの授業やオンラインでのコミュニケーション

が定着してきました。

　本学では、インフラ環境を以前から整えており、

2020年度春学期は、当初予定していた授業開始日か

らわずか2週間ほどで全ての授業をオンラインに切り

替えて開始することができました。コロナ禍が収束に

向かい始めた2022年度からは、再び「オンラインか

ら対面へ」という動きになっています。2023年度の

春学期については、4月時点で全体の授業の85%以

■対面授業とオンライン授業の実施割合 （2020～2023年度春学期）

テレプレゼンスモバイルシステム（TMS）。
よりよいオンライン環境のために開発された。
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通テストの受験科目を見直し、数学については「数学

①（数学Ⅰ、数学A）」と「数学②（数学Ⅱ、数学B

など）」の2科目からそれぞれ1科目ずつ受けることを

必須としました。2022年度までは「数学①」又は「数

学②」から 1科目のみでした。数学の科目を増やした

背景には、時代の変化に伴い、いわゆる「文系」とい

われる学問分野でも数学的な知識や発想が必要になっ

てきたことが挙げられます。たとえば、本学では言語

学に関心のある学生が多くいますが、言語の中にはコ

ンピューター言語もあり、理解するには数学的な素養

が欠かせません。また、言語分析であればデータサイ

エンスの知識は必須です。そもそも、文理融合という

考え方が広がりつつある中、文系・理系という分け方

自体も意味を持たなくなってきています。

　2023年度の前期日程試験の志願者は、前年比で約

25%となりました。コロナ禍で留学など国際交流の

機会が減ることによる影響に加えて、数学の科目増も

志願者減に関係があったのではないかという報道もあ

りました。志願者数の急減に関しては学内でも原因を

分析しているところですが、結果的には例年と比べて

も学習意欲の高い学生が入学したと考えています。ま

た、入学者へのアンケートでは、数学2科目の導入に

対して好意的な意見が大半を占めました。志願者数の

急減は重要な問題ですが、数学を2科目にしたこと自

体は本学にとって今後プラスに働くととらえています。

外国人留学生ならではの視点を、地方創生に生かして

いくことが可能です。また、日本人学生と留学生が現

地で共に考えることを通して、お互いに成長していく

こともこのツアーの目的の一つです。

　コロナ禍では現地でのツアー実施が難しくなり、東

京のアンテナショップ訪問や、現地とオンラインで結

んでの開催といった方法を取っていました。2022年

度の夏学期からは現地訪問型のスタディツアーを再開

できるようになり、2022年度は夏学期・冬学期を合

わせて46名の学生がツアーに参加しました。

　現在は、連携協定を結んだ山形県の5つの自治体（寒

河江市・白鷹町・高畠町・飯豊町・山形市）に、東京

での事前学習を経た上で数日間滞在して、自治体ごと

のテーマに合わせた学びと実践を行っています。

　スタディツアーを始めた当初は、自治体側ではイン

バウンド需要、つまり外国人観光客に地方の魅力を伝

え地方に来てもらうことを特に強く意識していました

が、コロナ禍を経て、インバウンドだけに頼らず持続

的、継続的に地方を盛り上げる方法を考えるなど、テー

マも変化してきています。

　山形県内でのスタディツアーの経験が蓄積されてき

たことから、今後は他県でも同様のスタディツアーを

実施するなど新しい試みも検討していく予定です。

　本学では、2023年度入学者選抜から、大学入学共

　本学では、少子高齢化や都市への人口集中といっ

た日本がかかえる課題を、現地を訪れ体験すること

により理解を深め、地域を活性化し、持続可能な社

会をつくるためにどのような方策があるか、地域の

産業を強くし、定住人口や交流人口を増やすことに

つながる取組みを地域住民とともに考え提案するこ

とを目標に、夏学期と冬学期にそれぞれ事前事後学習と現地スタディツアー（通称：山形スタディツアー）を実施しています。
　実施にあたっては、2018年5月に山形県4市町（寒河江市・白鷹町・高畠町・飯豊町）と、2019年2月に山形県と連携協定を締結し、自治体の協力

を得ながら実施してきました。2023年5月にはさらに、山形市とも新たに連携協定を締結しました。

現地スタディツアー

飯豊町での菅のコースターづくり（2023年2月） 山形市との協定調印式（2023年5月）
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データサイエンスの基本から
順序立てて学べるプログラムを提供

学内外を問わず参加・利用が可能な
認証機能付きLMS「MOE」を開発

データサイエンス教育

オンライン連携教育

　さまざまなデータを分析・活用して課題解決に結びつけ

るデータサイエンスは、現代の「読み・書き・そろばん」 

と言われるほど社会の中で重要性を増しています。本学

では、2022年度春学期から「TUFSデータサイエンス教

育プログラム」（通称：たふDS）を開始しました。「たふ

DS」は、学生が関心を持つ地域に暮らす人々の言語や社

会状況をより深く学び、現代社会が直面する多様な問題の

核心へとより創造的に切り込むためのデータサイエンス教 

育プログラムである点に特徴があります。2023年度は、

文部科学省が正規プログラムとしての開講を推奨している

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 

（リテラシーレベル）」にも認定されました。

　プログラムの開始にあたっては、3学部で情報や統計を

扱う専門を持つ教員が集まってワーキンググループを作

　2022年度は、コロナ禍が多少落ち着いたことで通常の

授業は再び対面へと戻っていきました。しかし、オンライ

ンだからこそ実現できる授業もあり、本学ではオンライン

連携教育に関する従来からの取り組みを引き続き強化・拡

張することに努めました。

　特に、他大学と連携した教育を進めていくにはオンライ

ンの活用が必須です。2020年度には、弘前大学、宇都宮

大学、長崎大学と本学の国立4大学で「多文化共生教育コ

ンソーシアム」を結成し、2021年度から多文化共生に関

わる授業をオンラインを通じて共同で実施しています。ま

た言語教育の分野では、東京医科歯科大学の委託を受けて、

2022年度から同大学の教養課程の選択科目であるフラン

ス語の授業を本学の教員がオンライン形式で提供していま

す。オンラインによる授業のため、同大学の学生は本学へ

り、全学に提供するプログラム内容を検討。新規開講を含

む20以上のプログラム（科目）を用意しました。データ

サイエンスに触れるのが初めての学生でも、順序立てて体

系的に学べるように、各プログラムには独自のナンバリン

グを付けて履修計画を立てやすくしています。

　入門レベルの「AI・データサイエンス1」は、数理・デー

タサイエンス・AIへの関心を高め理解を促すために開講

しています。「AI・データサイエンス 1」の履修後は、プ

ログラミングや統計学、言語処理、計量経済学などそれぞ

れの学部の方向性に合ったプログラムを用意していて、応

用・実践的な知識を身に付けることができます。

　2023年度春学期時点では、「AI・データサイエンス 1」

の履修人数は限られていますが、社会的な需要が高いこと

から、今後は学生の注目度がより高まると考えられます。

の移動の必要なく効率的に授業を受けられています。

　しかし、オンライン連携教育に欠かせないLMS（学習

管理システム）に他大学の教職員や学生が簡単には参加で

きないという課題があり、2022年度はこの課題の解決に

取り組みました。具体的には、本学が採用しているLMS

のMoodleをベースに、本学及び他の国内大学の教職員や

学生の認証機能を追加した「MOE」（Moodle for Open 

Educationの頭文字を取った名称）を開発。これにより、

学習コンテンツなどを大学間で簡単に共有できるようにな

りました。「MOE」の利用には「学認（学術認証フェデ

レーション）」という認証システムに参加する必要があり、

2022年度は「MOE」を立ち上げたものの、実用には至

りませんでした。2023年度は、まず学内で「MOE」を

実用化し、その後他の大学にも広げていく予定です。
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短期留学はコロナ禍前の
人数を超える急回復ぶり

国際日本学部と修士課程向け、
2つのダブル・ディグリープログラム

留学の完全復活へ

　コロナ禍の2020年度、2021年度、留学者数は短期・長期とも

激減しました。しかし、2022年度は短期留学者に限ると、コロナ

禍前の水準をわずかに超えるところまで急回復しています。長期留

学者数も回復していますが、短期に比べると戻りのスピードは緩や

かです。理由の一つには、もともと留学の意向があったものの、4

年生などこれからの長期留学が難しい学生が短期留学を選んだこと

が考えられます。また、インフレや為替の円安による留学費用の高

騰も一因の可能性があります。本学としては、留学の状況を詳しく

分析すると共に、奨学金の充実などにも取り組んでいきます。

　外国人留学生の受け入れについては、学部・大学院の正規生の数

はコロナ禍でもほぼ変化はありませんでした。一方で、非正規生は

一旦大きく下がってそこからの回復途上にあります。特に回復が遅

いのは非正規生の中でも研究生で、これが一時的なものなのかある

いは長期的な傾向なのかを、今後見極めていく必要があります。

　在籍している大学と海外の大学など、2つの大学の学位

を取得できるダブル・ディグリー制度。本学では、国際日

本学部と博士前期課程（修士課程）で、それぞれ別のダブ

ル・ディグリープログラムを導入しています。

　国際日本学部では、学部が開設された2019年度からイ

ギリスのセントラル・ランカシャー大学（UCLan）とダ

ブル・ディグリープログラムを実施しています。本学で2

年半、英国で 1年、帰国して半年の計4年間に修学の場を

移しながら多角的に日本について学び、UCLanと本学の

双方より学士号を取得するプログラムです。高騰する留学

費用への対応など、新たな教育機会の活性化には課題が残

されていますが、まもなくオーストラリアのメルボルン大

学とも同様のダブル・ディグリープログラムが立ち上がり、

来春から学生の募集が始まります。

　一方、本学とヨーロッパの3大学が、博士前期課程で合

同で実施しているダブル・ディグリープログラムが「公共

圏における歴史（History in the Public Sphere, HIPS）」

です。ヨーロッパ側の学生と共に、中央ヨーロッパ大学、

新リスボン大学、フィレンツェ大学の各大学を1学期ごと

に移動しながら、2年間にわたって公共の場における歴史

をテーマとして学びを深めます。各大学のキャンパスが持

つ文化などに触れられるのも大きな魅力です。

　コロナ禍の2020年度に開始し、行き来が難しい中、オ

ンライン講義なども活用してきましたが、2022年7月に

は第 1期生8名がプログラムを修了しました。2023年度

からは本来のスケジュールでの実施が可能になっています。

学内でHIPSの学生を見かける機会も増えることから、今

後は制度の認知度も向上していくことが期待されます。

ダブル・ディグリープログラム

■外国人留学生数の推移

■留学者数の推移
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歴史教育

教育

高校で「歴史総合」が開設される中、大学の歴史教育はどう変わる ?

篠原  琢
副学長（教育担当）

篠原：2022年度から高校の地理・

歴史の科目に「歴史総合」が開設さ

れました。本学では、2025年度の

大学入学者選抜から、個別学力検査

に「歴史総合」を導入します。「日

本史」と「世界史」を一つのものと

して学ぶことは、大学での歴史教育

にも影響を及ぼすかもしれませんが、

そもそも大学で歴史を学ぶ意味とは

どこにあると思いますか ?

小野寺：本学の場合、「地域基礎」
という科目があって、各地域の基礎

的な歴史を学びます。ただ、学生の

多くは歴史を学ぶために入学したわ

けではなく、どこまで意味を感じて

いるのかわからないと思っていまし

た。そこで、2023年度春学期は、「地

域基礎」の「ドイツ近現代史」で、「ド

イツ現代史を学ぶことにどんな意味

があると思うか」という課題に取り

組んでもらいました。

篠原：課題を通して、学生の歴史観
で見えてきたことはありますか ?

小野寺：一言で言うと、歴史の結果
に関心を持つ人と、プロセスに関心

を持つ人に分かれることがよくわ

かりました。たとえば、「移民・難

民」というテーマを選んだ人たちで

は、ドイツの難民受け入れ制度に比

べて日本の制度は不十分、といった

議論が非常に多かったのが印象的で

した。ドイツも昔は難民の受け入れ

が不十分で、ある時点から変わった

ので、そこを学ぶのが歴史を学ぶこ

とだと思いますが、結果だけを見て

しまいがちのようです。

篠原：過去があって今があるわけで
すが、そこがあまり見えていないの

かもしれないですね。あるいは、過

去の歴史を引用することに慣れてい

ないとも言えるかもしれません。

小野寺：ドイツに限らず外国の歴史
は、日本にいるとリアリティをもっ

て感じるのが難しいですが、それを

補足できるのが留学経験です。その

意味では、本学の学生は歴史を学ぶ

にはよい環境にあると言えますね。

篠原：私は、東ヨーロッパが専門で

1989年東京大学大学院人文科学研究科
修士課程修了。修士（文学）。1993年同
博士課程中退。2018年カレル大学プラ
ハ大学院修了。博士（歴史学・チェコ
史）。専門はヨーロッパ史、アメリカ史。
東京外国語大学外国語学部講師などを経
て、同大学院総合国際学研究院教授。
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小野寺  拓也

大学院総合国際学研究院
准教授

すが、日本では民族の対立ばかりが

強調されたり、エキゾチックに見ら

れたりすることが多い地域です。し

かし、東ヨーロッパの歴史を学ぶこ

とは、決して「珍しい他者」を知る

ことではありません。実は、自分た

ち（日本）の足元にあって見えにく

いものを認識する力を鍛えるのだと

考えています。

小野寺：同感です。外国史は「鏡」、
それも少し歪みのある鏡だと思いま

す。他国の歴史と自分たちの社会と

を見比べて初めて、自分を映すこと

ができます。ただ、鏡がなければ絶

対に自分を見ることはできません。

そう考えると、歴史を学ぶことには

重要な意味があると言えますね。

篠原：大学での歴史学習に必要なス
キルというのはあると思いますか ?

小野寺：本学の話になりますが、外
国語を徹底的に学ぶので、外国語の

資料にあたれるのは強みだと思いま

す。日本語のフィルターを通すと、

ときにはステレオタイプな情報しか

得られないこともありますから。

篠原：翻訳の過程で、言葉の意味が
変わることもありますね。また、あ

る言葉がいつの間にか使われなく

なったり、歴史の表舞台に突然現れ

たり、言葉一つにも歴史的なものが

たくさん埋まっている。そういう理

解も、歴史の学びには必要ですね。

小野寺：歴史に倫理性や感情を持ち
込むことに関しては、研究者の中で

も議論がありますが、たとえば根本

に「ナチスはひどいことをした」と

いう気持ちがない人がナチズム研究

をするのは怖いと、私は考えます。

また、「当時の価値観だから」とい

う人もいますが、そこで議論を断ち

切らないことに、歴史という学問の

大切な部分があるはずです。

篠原：そうですね。「歴史総合」は、
これまでの暗記重視の内容ではなく、

話し合い、考えることに重点を置い

ています。その中で、歴史を学ぶこ

との根本から考えてもらいたいと思

います。

2010年、東京大学大学院人文社会系研
究科博士課程修了。博士（文学）。昭和
女子大学人間文化学部専任講師などを経
て、東京外国語大学大学院総合国際学研
究院准教授。専門はドイツ現代史で、近
著に『検証 ナチスは「良いこと」もし
たのか ? 』（共著／岩波書店）。
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コロナ禍を経た留学の状況

春名：東京外国語大学では、もとも
と日本人学生の約8割が在学中に留

学を経験していました。また、海外

からの留学生は、2019年度には全

部で約830名を受け入れていまし

た。それが、新型コロナウイルス感

染症で、2020年度、2021年度と

大きく落ち込みましたが、そこから

また急回復しているところです。そ

んな状況の中で、海外に留学した水

さんと、イタリアから本学に入学し

たキアラさんと、留学について話を

したいと思っています。二人とも国

際日本学部の学生ですね。

水：はい。私は今4年生で、コロナ

禍が多少落ち着いた2022年9月か

ら 1年間、オランダのライデン大学

に交換留学していました。先日（7

月6日）帰国したばかりです。ラ

イデン大学では、「ジャパン・スタ

ディーズ」を学びました。具体的な

テーマは、日本の現代社会の問題や

日本の歴史、日本映画についてです。

キアラ：私はイタリア出身で、
2021年4月に東京外大に入学しま

した。コロナ禍で最初は日本に来れ

なくて、イタリアでオンライン授業

を受けてました。9月に来日できま

した。

春名：時差があったから大変だった

でしょう ?  日本語の授業は朝8時

台に始まるから。

キアラ：夜中の 1時半くらいに起き

て頑張りました（笑）。しかも、来

日した後も、しばらくオンライン授

業が多かったです。

春名：まさに、コロナで大変だった
時期をすべて経験した学生ですね。

今学期からは、日本語の授業も全面

的に対面に戻りましたね。

水：やっぱり対面の授業のほうが、
いいですか ?

キアラ：もちろんです。「日本語総
合」の授業を受けているのは基本的

に留学生ですが、いろいろな国の人

と対面で会えてうれしかったです。

副学長（国際、国際教育等担当）

春名  展生

異なる価値観の中で
学ぶということ

東京外大では、多くの学生が留学を経験し、
学内には、海外からの留学生も多数います。
留学についての本音に迫ってみました !

留 学 座 談 会
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他の授業もオンラインだったので、

対面になって日本人学生から「キア

ラさんですか ? 」 って聞かれたのも、

うれしい気持ちになりました。

春名：そもそも留学先として、日本
を選んだのはどうしてですか ?

キアラ：高校生のとき、大分出身の
日本人留学生が 1年間クラスにいて、

彼女にいろいろ日本のことを聞いて

いるうちに、日本って面白そうだな

と思ったのがきっかけです。その後、

1カ月ほど福岡の日本語学校に通い

ましたが、そのときにホームステイ

した家のホストマザーに、東京外大

のことを教えてもらいました。

春名：そうなんですね。水さんは、

なぜオランダだったんですか ?

水：英語しか話さないので英語圏で
探したんですが、最終的に候補に

残ったのがオーストラリアとオラン

ダでした。調べていくうちに、オラ

ンダのライデン大学は、私が専攻し

ている「ジャパン・スタディーズ」

の歴史がものすごく長いということ

がわかって、ライデン大学を第一志

望にしました。オランダは、長崎・

出島との関係も深いし、そういう視

点から「ジャパン・スタディーズ」

を学ぶのも面白いと思いました。

春名：ご存じだと思いますが、蕃書
調所の西周※が幕末に留学したのが

ライデン大学なんですよね。西周も

水さんも島根出身だし、160年の時

を超えた縁がありそうですね。

水：実は、私もそう思っています。

海外と日本の授業の違い

春名：キアラさんは高校まではイタ
リアですが、イタリアと日本の授業

で何か違いを感じますか ?

キアラ：イタリアに比べると日本の
ほうが簡単だと思います。なぜかと

いうと、イタリアは書く試験だけ

じゃなくてオーラルの試験があるか

らです。今まで勉強して来たことを、

口頭で説明するのは大変でした。先

生からもたくさん質問されますし。

最初は日本もそうだと思っていたの

国際日本学部  3年（国籍：イタリア） 国際日本学部  4年

レッキア  マリア  キアラ 水  祥大
みず しょうた

※西周（1829～1897）：思想家 43I n t e g r a t e d  R e p o r t  2023



で、自分の日本語で説明できるかと

ても心配だったけど、日本はないと

わかって安心しました。

春名：確かに、日本語はライティン
グのテストが基本ですね。水さん、

ライデン大学はどうでしたか ?

水：自分の経験ではないですが、仲
良くなった 1年生のオランダ人学生

が、苦笑しながら「会話の試験がす

ごく憂鬱だ」と言ってたのを覚えて

います。

キアラ：イタリアでは、歴史の授業
でもそれ以外の授業でも、皆の前で

話す試験があったと思います。

水：ライデン大学で私が取った授業
は、人数が多かったこともあって口

頭試問はなかったですが、発言の機

会はかなりありました。日本だと授

業中に手を挙げて発言する人はあま

りいませんが、ライデン大学だと毎

回 10人程度はいろいろな人が発言

していたのが印象的でした。

春名：日本では、授業中に自分の意
見を言う人は少ないですが、どうし

てだと思いますか ?

キアラ：イタリアでは、正しい答え
がわからなくても、感想は皆ちゃん

と言います。日本だと、正しい答え

がわからないと、なかなか発言しづ

らいような気がします。

水：日本は、結論まで言わないとい
けないという圧があるのかもしれな

いですね。ただ、私自身はあまり考

えずに発言を始めることがけっこう

あります（笑）。ライデンにいると

きは、他の人も間違ったことも言っ

てましたが、先生方が補足してくれ

るので全然問題はなかったです。間

違いからの気づきもあるので、よ

かったと思っています。

春名：ここでは、議論を深めるとこ
ろまではいきませんが、そういう日

本とヨーロッパの教育のあり方の違

いが、社会全体に対しても違いをも

たらすのかもしれないですね。

留学をすることの意味

春名：最後に、留学をすることの意
義や意味について、思うことがあれ

ば教えてください。

水：そうですね。先ほどお伝えした
ように私の出身は島根県で、子ども

の頃は海外から来た人と関わる機会

はほとんどありませんでした。で

も、今はブラジルからの労働者がす

ごく増えていると聞いています。母

校の小学校でも、海外にルーツを持

つ子どもが 10人に一人くらいいる

そうです。日本中で、海外から来た

人や海外にルーツを持つ子どもが増

えていく中で、そういう人たちとど

う接していけばいいかわからないと

いう日本人はまだまだ多いと思いま

す。そんなときに留学経験者がいる

と、海外から来た人と日本に住んで

いる人を繋ぐ存在になれるのではな

いかと思っています。

春名：留学経験を生かすことで、日
本の中で外国人と日本人の架け橋に

なれる、という意味ですね。

水：はい。今後、日本はますます海

多
様
性
が
進
む
中

留
学
は
も
っ
と

大
き
な
意
味
を
持
つ

と
思
い
ま
す
よ

私
に
は

日
本
が
合
っ
て
る

と
感
じ
ま
し
た
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外から人を受け入れていくことにな

るので、留学した人や、キアラさん

のように海外から来て日本のことを

理解している人の存在は、架け橋と

してもっと重要になると思います。

あと、私個人としては、日本以外の

場所で生活して違う価値観を理解す

る能力が上がったことが、留学して

よかったことですね。

春名：キアラさんはどうですか ?

キアラ：私が思う留学の意味は、と
ても個人的な話ですが……。イタ

リア人の一般的なイメージは、「と

ても元気」とか「にぎやか」だと思

いますが、私は友人グループの中で

も静かなほうです。初めて日本に来

たとき、私の態度や性格にはイタリ

アより日本のほうが合ってるという

ことがわかりました。これは、留学

したから気づけたことです。

春名：なるほど。キアラさんの話を
聞くと、世の中がグローバル化した

というのを改めて感じますね。自分

が生まれ育った国で一生暮らすのが

当然ではなくなって、「あの国のほ

うが自分の性格に合っているかもし

れないから、あそこに行ってみよう」

と。国際情勢を見れば、そんな簡単

に行けない国もあるし、行き来でき

ない人もたくさんいますが、留学が

自分に合う場所を探す手段の一つに

なっているというのは面白いと思い

ます。

水：確かに、留学についてそういう
考え方はしたことがなかったので、

キアラさんの話は新鮮ですね。

春名：私の考えを言うと、東京外大
ができてから150年の間に、社会の

中での役割というのはいろいろ変

わってきたと思うんです。最初は、

文明開化の中でヨーロッパの知識を

学ぶ必要があってそのために言語を

習得させるのが役割でした。

キアラ：では、今の東京外大の役割
というのはなんですか ?

春名：これから日本社会が変わって
いくとき、その推進力になるのは多

様性の拡大だと思うんですね。そし

て東京外大は、多様性が増す社会を

下支えする機関になると考えていま

す。多様性が求められる社会で活躍

できる人材、人々と協働しつつリー

ドしていける人材を、養成していく

大学なのだろうと。そうした人材を

育てる上で、外に出てさまざまな違

いに気づけたり、適応力を学べたり

する留学は、大きな意味を持ってい

ると思います。
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ウクライナ学生 215名（オンライン授業）

授業料収入相当額 7,310,000円（34,000円×215名）

アフガニスタン避難者 15名（対面授業）

授業料収入相当額 510,000円（34,000円×15名）

合計 7,820,000円

社会連携
け入れており、対面の日本語講座を無償で提供してい

ます。

　一方、海外での活動に目を向けると、2022年 11月

に青年海外協力隊事業を行っている独立行政法人国際

協力機構（JICA）と協定を結び、ヨルダン・ハシェミッ

ト王国（以下「ヨルダン」）における日本語教育の普

及事業に取り組んでいくことになりました。

　この事業は、日本語教育能力検定試験の合格者など、

日本語教育についての資格や知見を持つ在学生や本学

卒業生を現地に派遣し、ヨルダン大学などで日本語の

授業を行うものです。また、ヨルダン人の日本語教師

養成のために、日本語教育のノウハウを伝達する使命

も負っています。派遣者にとっては、海外インターン

活動の一つとして日本語教育の指導実習経験を積む機

会を得ると共に、ヨルダンと日本の友好の架け橋とな

る貴重な体験になるでしょう。

　経済のグローバル化が進む中、企業が持続的に発展

するためには外国人の受け入れが急務となっており、

政府もさまざまな政策を進めているほか、国内企業も

それぞれ工夫しながら外国人の受け入れを進めていま

す。

　本学では、株式会社ファーストリテイリング（以下、

FR社）と連携し、FR社が採用した外国人社員に日本

語の研修を提供しています。グローバルな成長を遂げ

　本学は、建学以来培ってきた世界の言語、文化、社

会に関する教育研究の知見とリソースを活用し、多様

な形で社会連携活動に取り組んでいます。

　グローバル化が加速し、日本を含む世界の多くの

国々で各国の人々が日常的に行き交っています。今や

どの国・地域も少なからず「多言語多文化社会」を形

成していると言っても過言ではありません。このよう

ななか、本学はとりわけ、異なる言語と文化背景を持

つ人々が共生する社会の実現に向けた取り組みに力を

入れています。ここでは、2022年度の活動を中心に、

近年力を入れている「日本語教育」を主題とした本学

の社会連携の事例をいくつか紹介します。

　本学は長きにわたり、大学で学ぶために必要な日本

語（アカデミック・ジャパニーズ）の教育に力を入れ

てきました。日本国内の大学に進学する前の国費留学

生に対して行う予備教育（準備教育）をはじめ、私費

留学生や交換留学生に提供してきた日本語教育のノウ

ハウを生かし、さまざまな教材開発を進めてきました。

　近年のコロナ禍にあっては、教材や授業のオンライ

ン化を推進し、公開講座の形で国外在住者へ提供する

体制を整えました。

　2022年の春以降は、ウクライナで日本語を学んで

いる大学生にオンラインの日本語講座を無償で提供し

ています。また、アフガニスタンからの避難家族を受
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　本学の協定校であるウクライナのイヴァン・フランコ記念リヴ 

ィウ国立大学を通し、ウクライナ国内で日本語を学ぶ大学生に広

く呼びかけたところ、200名を超える受講生が集まりました。戦

時下にあって大学が閉鎖されたり、他国に避難することを余儀な

くされた方などに日本語の勉強が継続できるよう支援しています。

■2022年度 日本語講座の提供状況

本学で受け入れているアフガニスタンからの避難家族向け日本語講座の様子
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1 英語 294

2 中国語 64

3 スペイン語 62

4 フランス語 35

5 ポルトガル語 29

6 朝鮮語 11

7 ペルシア語 15

8 タイ語 14

9 トルコ語 12

10 インドネシア語 18

11 ロシア語 32

12 ベトナム語 8

13 イタリア語 16

14 マレー語 6

15 ドイツ語 15

16 台湾語 4

17 モンゴル語 7

18 ダリ―語 4

19 ヒンディー語 5

20 ビルマ語 5

21 タガログ（フィリピノ）語 10

22 ウズベク語 3

23 ウイグル語 1

24 アゼルバイジャン語 1

25 ウルドゥー語 4

26 スロベニア語 1

27 カンボジア語 3

28 ベンガル語 1

29 チェコ語 3

30 ラトビア語 1

31 スワヒリ語 1

32 セブアノ語 1

33 ジャワ語 1

34 タジク語 1

35 ポーランド語 6

36 韓国語 4

37 マレーシア語 1

38 ノルウェー語 1

39 ブラジル語 1

40 アラビア語 3

41 北京語 1

42 日本語 39

43 ウクライナ語 1

44 クメール語 1

45 ネパール語 1

46 ラオス語 3

TOTAL 750

　本学では、日本人あるいは日本語を母語とする話者

に対しての語学学習の支援も行っています。一例を挙

げると、三井物産株式会社からの委託で、2018年よ

り海外赴任を予定している社員に派遣前及び派遣後の

ロシア語の研修を実施しています。また同社に対して

は、インドネシア、トルコ、ベトナム、タイ、ペルシ

ア、ヒンディー、ミャンマーといった多言語の語学試

験を提供して、言語能力の判定に利用していただいて

います。

　この語学試験は、学内での言語教育に加えて、学外

でも広く利用してもらうために本学の「Linguaテス

トセンター」が開発したもので、日本国内ではなかな

か受験する機会のないユニークなものとなっています。

　この他にも、一般市民向けの公開講座「TUFSオー

プンアカデミー」（次ページ参照）や映画上映・トー

クイベント「TUFS Cinema」などを開催しています。

　今後の企画の一つとして考えているのは、「やさし

いコミュニケーション」（特に日本語）の普及です。

外国人が日本語や日本文化を学ぶことと並行して、受

け入れる日本人が学んでおきたいことがあります。た

とえば、日本語に不慣れな外国人と会話する際の注意

点やコミュニケーションを円滑にするために必要な心

がけなど、日本人が国内で日本語を使用する環境では

見落としがちなことを確認し、相互理解につなげてい

ける活動にも取り組んでいきたいと考えています。

るため、多様な背景を持つ外国人を積極的に日本に受

け入れているFR社の姿勢は、多文化共生社会の推進

を目指す本学の理念とも一致することから、本学がそ

の一端を担って日本人社員と外国人社員の協働を支援

しています。FR社との連携では、この他にインドと

ベトナムの大学生（FR社奨学生）に向けて日本文化、

日本社会の講義を英語で提供しています。

　外国人の受け入れに伴い、国内に居住する子どもた

ちも増加の一途をたどっています。しかし、子どもた

ちの母語は日本語とは限らないため、日本で学校教育

を受ける際に困難や問題が生じています。

　本学では、東京都教育委員会からの委託を受けて、

外国につながる生徒を受け入れている都立高等学校の

教育現場を参考に、指導する高校教師向けのハンド

ブックを作成しました。また、本学の多言語多文化共

生センターでは、文部科学省からの委託により、高等

学校における日本語能力評価の指標作りに取り組んで

います（詳細はいずれも次ページ参照）。

　小学生や初学者向けには、電気通信大学と連携し、

同大発のベンチャー企業であるCodeNext社に委託

し開発した多言語版・漢字学習アプリ「たふマルリ

ン」があります。スマートフォンやタブレットを使っ

て、小学 1年生から3年生までに習う漢字を自身の母

語で楽しく学べる無料の学習ツールです。
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　多言語・多文化化が進む日本では、言葉の置き換えだけでなく、文化や歴史などの違いも視野に入れた幅広いコミュニケーションをサポートするシス 

テムが必要です。「言語文化サポーター」はそうした役割を担うための制度で、2016年7月に発足しました。一定の言語能力がある本学卒業生などに 

よって構成され、登録者に地域での活動の場を提供するとともに、本学の社会貢献の一環として多文化共生に寄与することを目指しています。

言語文化サポーター制度

■言語別登録者数 （2023年9月現在）
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　本学では、文部科学省からの委託研究を進めています。

2022年度は、高等学校等にて退学者を出さずに外国につ

ながる生徒が自己実現できるための公正な評価の在り方を

探るため、①高校段階の外国につながる生徒のための「書

く力」の評価参照枠の能力記述文（案）の策定、②日本語

能力把握の先進的な取り組み事例の提示、に取り組みまし

た。

　これまでの評価参照枠と大きく異なる点は、「いずれか

の言語／全ての言語レパートリーを使ってできること（複

数言語での横断的な能力）」と「日本語固有の知識・技術」

を分けて能力を記述した点です。設定したパイロット校で

は、生徒のもつ言語資源を包括的に捉えるための「トラン

スランゲージング・レンズ」を教員が持つことで教育活動

が変容し、それによって生徒は自己肯定感が高まり、学ぶ

　東京都教育委員会では、都立高等学校で日本語を母語と

しない外国人生徒に指導している高校教員のために『外国

につながる生徒への指導ハンドブック』を作成し、2023

年3月に公表しました。本学では、同ハンドブックの「日

本語指導について」のパート（約40ページ）について作

成協力をしました。

　外国人高校生への日本語指導方法には、さまざまななや

り方があると考えられています。最適な方法は、それぞれ

の外国人高校生に実際に関わっている現場の先生に、指導

経験を積み重ねながら考えていただくのがよいと言えます。

それを踏まえた上で、今回のハンドブックでは初めて外国

人生徒の日本語指導に関わる先生がまず試したほうよいと

考えられる方法を提案しました。生徒の日本語力をどのよ

うに判断するのか、教室環境をどのように整えればよいの

意欲までも向上しました。

　この研究成果を踏まえて、2023年度の研究では、異分

野の専門家、学校教育現場や教育委員会、NPOや国際機

関などの多彩な研究メンバーを構成して取り組んでいます。

めざすところは、子どもの年齢と言語発達段階を踏まえた、

小・中・高と一貫して活用できる能力記述文の妥当性検証

です。「子どもの言葉を育てる」という教育的立場からの

参照枠の作成であるため、成人用の日本語教育参照枠（文

化庁）とは大きく異なります。複数言語にまたがる力と言

語固有の力を明示的に分けて記述した子ども用の能力記述

文は世界的に見てもおそらく他にないことから、本研究は

日本国内の学校教育現場への貢献のみならず、知的国際貢

献ともなることでしょう。

か、教員同士が協働して指導するのに必要なことは何かな

どについて解説しています。また、「やさしい日本語」を使っ

た教科ごとの指導についても提案しました。

　さらに、プレイスメントテストとしても使っていただ

ける「日本語実力テスト」や国語学習に参加するための

「Can-doチェックリスト」など、便利なツールも同ハン

ドブックで紹介しています。教員の方々に、高校での指導

に使っていただければと思っています。

高校では生徒自身の自己認識の変容によって、
教師と生徒の信頼関係の醸成に

東京都教育委員会との連携により
高校教師向けハンドブックを作成

子どもが持つすべての言葉の力に光をあてる日本語能力評価方法の提示

外国につながる生徒への指導ハンドブック

『外国につながる生徒への指導ハンドブック』

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/press/press_release/
2023/files/release20230323_09/handbook.pdf
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■開講講座数　　■開講言語数　　　■■受講生数

新型コロナ
ウイルスの影響で
春講座を中止

　「TUFSオープンアカデミー」は、世界の言語・文化・社会を広

く一般の方が学術的に学ぶことを目的として、本学が開催している

公開講座です。2006年度に対面形式で開始し、新型コロナウイル

ス感染症の世界的な流行を機に、2020年度からはオンラインによ

る講座形式に移行しました。

　これまで、フィジー語やアカン語、古代エジプト語など他では学

ぶ機会の少ない70言語以上の語学講座を開講してきました。また

教養講座では、世界の文化や社会、多文化共生についてさまざまな

切り口から解説する講座を設けています。

　2023年度の夏の短期講座では、新たに小学生向けに9講座を実

施しました。親子で世界の多様な言語、文化、習慣などに触れ、理

解することで、広い視野を育んでもらうことが狙いです。開設した

各講座では、日本ではなかなか触れることの難しい言語や世界の料

理、また文化などを学ぶことができます。

　「TUFSオープンアカデミー」では、コロナ禍の中、

2021年度から日本語が母語ではない人に向けたオンライ

ンのライブレッスン型日本語講座を開設しています。この

講座では、会話を中心に日本語を学ぶことが可能で、本学

の日本語教員が監修したシラバスを基に、高いスキルを持

つネイティブの日本語講師と生の会話練習ができます。

　また、2023年度4月には本学で開発したオンライン日

本語学習ツール（JPLANG）を使用した、オンデマンド

型の日本語講座も開設しました。JPLANGでは、自分の

ペースに合わせた日本語学習ができるようになっています。

なお、この講座には月 1回（計4回）のライブレッスンと

定期的な課題提出、テストがカリキュラムに組み込まれて

いるため、受講者が苦手な部分などを解決しながら学習を

継続しやすいサポート体制が整えられています。

　「TUFSオープンアカデミー」を避難民支援に活用する

という動きもありました。2022年4月に、ウクライナ避

難民を支援する自治体・法人向けに緊急ウクライナ語講

座を開講し、さまざまな団体から約100名の受講申し込み

がありました。また、オンライン日本語講座ではウクライ

ナの大学で日本語学科に在籍している大学生（他国に避

難している学生を含む）について無料で受け入れを行い、

2022年度春と秋、2023年度春の合計3回で279名が受

講しました。

　講座をオンライン化したことで、日本全国さらには世界

のどこからでも受講が可能となり、幅広い層の方々に受講

していただける環境が整いました。今後は、ニーズに合わ

せてカスタマイズした日本語講座などを柔軟に展開し、よ

り多くの方々に利用いただくことを目指していきます。

70言語以上の語学講座などを
一般向けにオンラインで開設

オンライン日本語講座と、
オープンアカデミーによる避難民支援

TUFSオープンアカデミー①

TUFSオープンアカデミー②

■開講講座数／開講言語数／受講生数
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副学長（国際、国際教育等）

副学長（研究支援、図書館等）

副学長（教育等）

学長特別補佐
（教養教育、高大接続等）

役員会

総合戦略会議（CCS）

学長選考・監察会議

経営協議会

教育研究評議会

監事
監
査
室

学長特別補佐
（男女共同参画、日本語教育等）

副学長（学生支援等）

理事
（社会連携、基金、広報等）（非常勤）

理事・事務局長
（総括、財務、施設、人事等）

理事
（情報基盤、教育情報化、点検評価等）（非常勤）

学長室

情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

広
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

社
会
連
携
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

学
生
支
援
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

財
務
・
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

人
事
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

国
際
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
オ
フ
ィ
ス

研
究
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
・
オ
フ
ィ
ス

教
育
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
・
オ
フ
ィ
ス

学長

 

＊2022年度統計。国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第
19回追跡調査報告書（2022年1月23日、一般社団法人国立大学協会教
育・研究委員会男女共同参画小委員会）より。

男性 1,266名
34.4%

女性 2,418名
65.6%

男性 214名
40.8%

女性 310名
59.2%

3,684名

学生
学部

524名
大学院

国立大学
平均女性比率＊

13.7%
（監事除く）

国立大学
平均女性比率＊

29.3%
（人文科学）

国立大学
平均女性比率＊

50.4%
（事務系）

男性 6名
75.0%

女性 2名
25.0%

男性 132名
54.3%

女性 111名
45.7%

男性 72名
52.2%

女性 66名
47.8%

男性 207名
53.9%

女性 177名
46.1% 384名

合計

138名
職員

243名
教員

8名
役員等
（監事除く）

運
営
体
制

ガバナンス
学長リーダーシップによる戦略的投資

　言語教育のナショナルセンターとしての本学の機能

を強化し、日本語・英語を含む多言語の習得度の判定

や、デジタル化時代の言語教育の新たな手法を提案し、

その社会実装を目指すため、学長リーダーシップによ

り、オンライン教育推進をメインとするDX化計画に

着手しました。この計画の実施のため、2020年度よ

り重点的に予算配分をしています。

　また、「自然エネルギー大学リーグ」での大学間連

携を通じてグリーン・リカバリーやカーボンニュート

ラル、持続可能な脱炭素社会への取り組みなどを先導

　国立大学法人には、教学と運営（経営）の2つの体

系があります。学長はその双方の最終責任者となりま

す。学長は、学長選考・監察会議で選考され、 国立大

学法人の申し出に基づき、文部科学大臣が任命します。

　国立大学法人法に基づき、「役員会」、「経営協議

会」、「教育研究評議会」を設置しているほか、本学で

は、人事制度・財務運営に関する事項などを審議決定

し、学内の重要事項について連絡・調整を行うことを

目的として「総合戦略会議」を設置しています。総合

戦略会議の下に、9つのオフィスを設け、教職協働（教

員と事務職員の双方が参画）により、本学の戦略策定

機能の強化、戦略実施の迅速化を図っています。

■運営組織 ■役員・教職員の男女比 （2023年5月1日現在）
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監
事

通報

状況報告

状況報告必要な措置

調査
具体策の策定

コンプライアンス
推進責任者
［部局長］

教職員コンプライアンス
推進副責任者

［部局教職員］

コンプライアンス
推進責任者
［部局長］

コンプライアンス
推進副責任者

［部局教職員］

コンプライアンス委員会
基本方針の策定

組織運営体制の整備
防止活動

報告者の責務
不利益な取り扱いの排除

調査対象者の名誉、
プライバシーの保護

通
報
・
相
談
窓
口

﹇
総
務
企
画
課
﹈

統括管理責任者［理事］

最高管理責任者［学長］

コンプライアンス推進責任者
及び研究倫理教育責任者（兼務）
［各部局長及び事務局長］

コンプライアンス教育・
研究倫理教育の実施

状況報告

状況報告

具体策の策定

基本方針の策定
必要な措置

不正行為防止計画
推進本部との連携により
モニタリングを実施

監査室

予備調査
委員会

調査
委員会

不正行為防止計画推進本部

最高管理責任者［学長］

本部員［各部局長及び事務局長］

通報・相談窓口

統括管理責任者［副学長（研究等担当）］

報
告

報
告

報
告

報
告

設
置

設
置

設
置

各部局構成員 不正行為の
通報等

コンプライアンス
事案通報

状況報告

状況報告必要な措置

調査
具体策の策定

コンプライアンス
推進責任者
［部局長］

教職員コンプライアンス
推進副責任者

［部局教職員］

コンプライアンス
推進責任者
［部局長］

コンプライアンス
推進副責任者

［部局教職員］

コンプライアンス委員会
基本方針の策定

組織運営体制の整備
防止活動

報告者の責務
不利益な取り扱いの排除

調査対象者の名誉、
プライバシーの保護

通
報
・
相
談
窓
口

﹇
総
務
企
画
課
﹈

統括管理責任者［理事］

最高管理責任者［学長］

コンプライアンス推進責任者
及び研究倫理教育責任者（兼務）
［各部局長及び事務局長］

コンプライアンス教育・
研究倫理教育の実施

状況報告

状況報告

具体策の策定

基本方針の策定
必要な措置

不正行為防止計画
推進本部との連携により
モニタリングを実施

監査室

予備調査
委員会

調査
委員会

不正行為防止計画推進本部

最高管理責任者［学長］

本部員［各部局長及び事務局長］

通報・相談窓口

統括管理責任者［副学長（研究等担当）］

報
告

報
告

報
告

報
告

設
置

設
置

設
置

各部局構成員 不正行為の
通報等

コンプライアンス
事案

教
育
研
究
評
議
会
委
員

林 佳世子 学長
大谷 圭介 理事・事務局長
青山 亨 理事（非常勤）
成瀬 智 理事（非常勤）
篠原 琢 副学長
中山 俊秀 副学長
春名 展生 副学長
菊池 陽子 副学長
鈴木 義一 大学院総合国際学研究院長
青山 弘之 大学院総合国際学研究院副研究院長
川村 大 大学院国際日本学研究院長
伊集院 郁子 大学院国際日本学研究副院研究院長
三宅 登之 言語文化学部長
久野 量一 言語文化学部副学部長
千葉 敏之 国際社会学部長
加藤 美帆 国際社会学部副学部長
川村 大 国際日本学部長
友常 勉 国際日本学部副学部長
近藤 信彰 アジア・アフリカ言語文化研究所長
塩原 朝子 アジア・アフリカ言語文化研究所副所長

役
員
会

副
学
長

林 佳世子 学長
大谷 圭介 理事
青山 亨 理事（非常勤）
成瀬 智 理事（非常勤）

篠原 琢 副学長（教育等担当）
中山 俊秀 副学長（研究支援、図書館等担当）
春名 展生 副学長（国際、国際教育等担当）
菊池 陽子 副学長（学生支援等担当）

井上 正幸 公益財団法人日本国際教育支援協会理事長
猪熊 純子 東京トラフィック開発株式会社代表取締役社長
寺田 朗子 一般社団法人東京外語会理事長
來生 新 横浜国立大学名誉教授／前放送大学学長
小林 文彦 伊藤忠商事株式会社代表取締役 副社長執行役員CAO
坂本 ロビン 杏林大学外国語学部学部長
関谷 昴 一般社団法人まちづくり府中
柄 博子 独立行政法人国際交流基金理事
林 佳世子 学長
大谷 圭介 理事・事務局長
青山 亨 理事（非常勤）
成瀬 智 理事（非常勤）
鈴木 義一 大学院総合国際学研究院長
川村 大 大学院国際日本学研究院長
近藤 信彰 アジア・アフリカ言語文化研究所長

桑原 道夫 （非常勤）
渡部 夕雨子 （非常勤）

経
営
協
議
会
委
員

経
営
方
針

内部統制の仕組みの強化

　コンプライアンスの取り組みは、内部統

制の一環として、健全な大学活動の土台と

なるものです。役員および教職員は、日常

業務の中で公平公正な職務の遂行について

正しい選択と透明な処理を行い、かつ、高

い倫理観に基づき良識ある行動をとる必要

があります。

　コンプライアンス委員会を設けるほか、

コンプライアンス通報・相談窓口を設置し、

迅速な対応を行っています。

研究活動の不正行為防止に関する取り組み

　本学では、「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）
＊1」および「研究活動における不正行為へ

の対応等に関するガイドライン＊2」に基

づき、研究活動に関わる不正行為防止への

取り組みを行っています。

＊ 2 ： 2014年8月文部科学大臣決定

＊ 1 ： 2007年2月文部科学大臣決定、2014年2月改正、
   2021年2月改正

するため、太陽光発電や照明のLEDへの切り替えな

どに積極的に予算を投入しています。

外部見識を活用した経営戦略

　大学の経営方針を決定する経営組織として、役員会、

副学長、監事を設けていますが、そのほか、重要事項

の審議を行う「経営協議会」を設置し、その委員の過

半数を外部見識者にお願いしています。

　2022年度の経営協議会では、決算・予算・概算要

求事項、資金運用計画、人事院勧告への対応、国立大

学法人ガバナンス・コードにかかる適合状況などにつ

いて議論しました。そのほか、大学運営や教育・研究

のための実施体制等について外部委員から助言をいた

だき、大学運営に反映しています。

■コンプライアンス体制

■不正行為対応体制

■本学の主な経営組織と役職者 （2023年5月1日現在）
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相談員対応の相談件数

2017（平成29） 1,437

2018（平成30） 1,022

2019（平成31・令和元） 1,075

2020（令和2） 1,339

2021（令和3） 1,729

2022（令和4） 1,842

相談者人数 うち新規相談者人数

844 844

607 154

664 252

633 135

948 160

1,037 137

ンター、学習支援など主に学習に関わる相談に対応す

るTUFSアカデミック・サポート・センター（たふサ

ポ）、就職や将来に関わるアドバイスを行うグローバ

ル・キャリア・センターなどを連携させた大学全体で

学生支援に取り組む仕組みづくりに着手し、2023年

4月から「学生支援連携ネットワーク」として活動を

スタートさせています（54ページも参照）。

　学生の考え方や行動パターンはそれぞれで、悩みが

あればすぐに相談するという学生もいれば、悩みを抱

えていても相談をためらう学生もいます。また、「相

談をするほどではないけれど何らかの不調を抱えてい

る」という学生もいます。学生相談室では、相談には

訪れない学生にもアプローチしたいと考えて、2020

年度から「学生相談室便り」の発行を始めました。た

とえば、相談するほどではない小さな悩みの解消法や

生活のアドバイス、また各種相談窓口の情報など、学

生にとって役立つ話題を取り上げています。「2022

年夏号」以来、しばらく時間が空きましたが、2023

年8月 1日には「2023年8月号」を発行し、今後も

継続して発行していきたいと考えています。さらに、

本学のWebページやパンフレットでも、悩みを抱え

ている学生に届くように情報を発信していきたいと考

えています。

　本学では、学生相談室を中心に、引き続き学生支援

体制の強化に向けて取り組んで参ります。

　本学では、学生が抱えるさまざまな不安や悩みを解

決して、充実した学生生活を送れるように支援する仕

組みや機関を複数用意しています。その代表的なもの

が学生相談室です。学生相談室では、臨床心理士・公

認心理師の資格を持つ常勤のカウンセラー 1名に加え

て、非常勤カウンセラーを配置し、学生に対応してい

ます。

　2022年7月からはカウンセラーとは別に、教員の

相談員（学生支援担当教員）4名を配置しました。教

員の相談員は、必要に応じてカウンセラーからの助言

を受けながら、学内の人間関係、課外活動、授業など

に関する学生からの相談に応えています。

　また、同じく2022年7月より、健康・医療相談サー

ビス事業などを展開するティーペック株式会社と委託

契約を結び、学生相談室の受付窓口の時間外やあまり

大学には知られたくない相談にも対応できる体制を整

えました。具体的には、「TUFSこころほっとライン」

として朝9時から夜22時までの電話相談（ 1回20分

程度）と、Webカウンセリング（24時間対応）を提

供しています。

　コロナ禍を経て、オンライン生活が続いたことなど

による対人関係の問題、学業や課外活動に関わる問

題、学費をはじめとする経済的な問題など、学生が抱

える悩みはこれまで以上に多岐にわたり、複雑化して

います。この状況も踏まえて、2022年度には学生相

談室に加え、心身の健康管理や推進を担う保健管理セ

学生支援
教
員
相
談
員
の
配
置
な
ど

支
援
体
制
の
強
化

「
学
生
相
談
室
便
り
」
の

定
期
的
な
発
行

■学生相談室利用者数

学生相談室
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春学期 秋学期 小計
2022年度末
までの計

2021年度 - 3,929 3,929

2022年度 3,188 4,489 7,677 11,606

単位：食

　2022年6月2日、学内競漕大会を埼玉県戸田市の戸田

オリンピックボートコースで実施しました。コロナ禍のた

め過去2年間開催できませんでしたが、2022年度は1年生

のクルー20艇、2年生以上の有志クルー 10艇で白熱した

レースを繰り広げました。本学の学内競漕大会は、1902

年（明治35年）から始まりました。第2次世界大戦や戦

後の騒乱期、学園紛争など、一時的に開催できない時期

　本学では、グローバル化する時代に対応した就職支援を

行うため、2011年からグローバル・キャリア・センター

を設置しています。個々の学生が自立した社会人・職業人

として生きがいと働きがいに満ちた人生を送れるよう、主

体的な進路選択や職業選択を行うことを支援します。学内

でのガイダンスや外交官などの国家・地方公務員プログラ

ムの実施のほか、専任のキャリア・アドバイザーによる個

　外語祭は、本学の学園祭で毎年 11月に開催しており、

2022年に 100回目を迎えました。コロナ禍で過去2年

間はハイブリッド開催（2020年度はオンライン開催の

み、2021年度は事前予約制による一部対面開催）でしたが、

2022年度は感染対策を講じたうえで、事前予約なしの対

面開催が実現。料理店企画も3年ぶりに復活しました。5

日間の開催期間で、入場者数も約3万人とほぼコロナ禍前

　経済面で苦境にある学生への緊急救済策として、東京外

語会の協力（原価と売価の差額分を東京外語会からの寄付

により賄う）により、2021年度秋学期実施している「100

円朝食」を、引き続き大学生協で販売しました。2022年

度からは学生からのニーズに応える形で、メニューを和食

を中心とし、毎週火曜日を「カレーの日」、金曜日を「丼

の日」としました。朝食を食べる機会やコロナ禍で減少し

東京外語会からの協力も得て
学生の健やかな食生活を支援

202 2年度はより利用しやすいように
学生の利用スペースを広く改装

コロナ禍を経て3年ぶりに復活した
本学伝統の「学内競漕大会」

料理店をはじめ、本学ならではの
国際的な企画が多数開催

100円朝食グローバル・キャリア・センター

外語祭ボート大会

もありましたが、

2022年に 107回

を迎えることがで

きました。本学の

在学生はもとより、

卒業生にとっても

大切な存在です。

別相談制度を設け

ています。2022

年度は、使いやす

さを考え、センタ 

ー内の学生の利用

スペースを広く改

装しました。

に戻りました。本

学ならではの国際

色豊かな企画が多

数あり、日本にい

ながら世界とつな

がることのできる

学園祭です。

たコミュニケー

ションの場の確保

など学生の生活習

慣の改善につなが

るように、今後も

実施していく予定

です。
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ローバル・キャリア・センター、学生相談室、アカデミッ

ク・サポート・センター（たふさぽ）、さらに教務課、学

生課、留学生課などがネットワークを構成しています。部

署によってそれぞれ得意分野、専門分野があるため、まず

は各部署の対応範囲を決めるようにしました。医学的な面

は保健管理センター、学習支援など主に学習に関わること

はアカデミック・サポート・センター、就職や将来に関す

ることはグローバル・キャリア・センターといったイメー

ジです。これまでもある程度、対応の範囲は決まっていま

したが、うまく連携が取れていな

かったケースもあり、このネット

ワークによってうまく調整したい

と考えています。スタートして約

3カ月、現在は部署間での情報共

有を密にしながら、学生にとって

望ましい対応やよりよい連携のあ

り方を検討しているところです。

　これから社会に出ていく学生に

とって、大学は一つの通過点です。

学生が今抱えているメンタルや学

習の悩みに寄り添って支援をする

のはもちろんですが、悩みや問題

の解決を通して彼らが社会に出た

ときに自分で自分の人生を切り開

いていける力を身につけてほしい

と考えています。そのために学生

相談室をはじめ各機関を十分に活

用していただきたいですね。最終

的に、学生が今後に希望を持って卒業できるように送り出

していくことが大学の務めであり、学生支援のあるべき姿

ではないでしょうか。

　最後に、今年の学内競漕大会で 1年生が語科ごとに揃い

のTシャツを着て一生懸命応援をする姿を見ていて、大学

における課外活動の大切さを改めて感じました。学びの場

だけではなく、仲間たちと一緒に課外活動ができる場を提

供していくことも学生の成長には欠かせないものであり、

その場を提供することは大学の重要な役割だと考えます。

　2023年5月8日以降、新型コロナウイルス感染症は第

5類感染症に移行し、今後も注意は必要なものの、いわゆ

るコロナ禍は明けたと言える状況です。本学では、2023

年4月から学生が本格的にキャンパスに戻ってきていて、

非常に喜ばしいことだと感じています。

　ただ、約3年の間、学生生活はオンラインがメインでし

た。そこから再び「対面」に戻ったわけですが、学生生活

のほとんどがコロナ禍にあったため、オンライン生活で人

間関係がうまく築けなかった、こんな人間関係で卒業して

大丈夫なのかといった不安を感じ

ている学生が多いようです。これ

は、例年とは異なる2023年度な

らではの学生の悩みで、しっかり

と支援する必要があります。

　本学では、学生が抱える悩みや

問題はまず学生相談室が対応する

という体制を取っています。実は、

学生の悩みには別の問題が隠れて

いるケースも少なくありません。

たとえば、表面上の問題は「学業

不振」でも、その背景に発達障害

などの障がいや、家族や友人との

人間関係の悩みが関わっていると

いうこともあります。そこで、学

生相談室ではカウンセラーが相談

内容を丁寧に聞き取りして問題を

探り、解決や支援につなげること

を目指しています。

　また本学の場合、1、2年生のときには専攻言語の教員

が比較的、学生一人ひとりの様子を把握しています。「欠

席が続いている」といった学生の状況を教員が把握した場

合は、その情報を教員一人に留めるのではなく、学生相談

室をはじめとする学生支援に関わる各機関と共有して支援

にあたっています。

　2023年4月からは、「学生支援連携ネットワーク」と

いう名称で、さまざまな機関が連携して支援する仕組みを

システム化しました。具体的には、保健管理センター、グ

「学生支援連携ネットワーク」で
学生を総合的に支援していく

学生支援のあり方

菊池  陽子
副学長（学生支援等担当）

54 To k y o  U n i v e r s i t y  o f  F o re i g n  S t u d i e s



特別企画

東京外大では、持続可能な社会の実現に向けてキャンパス内でさまざまな取り組みを推進しています。
どこにどんな工夫があるのか、「たふえね」のメンバーがお伝えします !

国際日本学部
4年

国際社会学部
中央ヨーロッパ地域／ポーランド語

2年

国際日本学部
3年

国際社会学部
東南アジア第二地域／カンボジア語

1年

言語文化学部
中央ヨーロッパ地域／ドイツ語

1年

みず しょうた すずき まゆこもり まどか のぐち れんみうら るい

水  祥大 鈴木  真悠子森  円香 野口  蓮三浦  瑠依

理事・事務局長

大谷  
圭介

今回参加した「たふえねメンバー」

たふえねとは

東京外大初の環境系サークル。2021年度春学期に開講された「環

境・エネルギー問題の動向と展望」を履修した学生のうち、一部有

志によって設立されました。現在の代表は、国際社会学部3年の渋

谷さんで、十数名の学生が活動中。環境や省エネ・再エネのために、

学生としてできることを日々考え、実際に行動しています。

キャンパスの
エコな取り組み調査隊 !

環境
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Solar Panel

Trees

Cherry Blossoms

太陽光パネル

桜

樹木

現在、留学生日本語教育センターと附属図書館の屋

上に太陽光発電設備（各30kW）を設置して、創
エネルギーに取り組んでいます。2023年度は、ア

ゴラ・グローバルの屋上にも40kWの太陽光発電

設備を設置予定とのこと。写真の設備は留日セン

ターの屋上で、建物全体の約 17%の電気代を削減

できたそうです。「こんな近くで屋上の太陽光パネ

ルを見る機会がないので興味津々です ! 」（水さん）。

円形広場には桜の木が何本もあります。毎年春には、美しい花を咲

かせますが、2023年6月の台風で、そのうちの 1本が倒木すると

いうアクシデントがありました。「同じ場所に桜があったほうがい

い」という多くの声を受けて、植栽基金の活用により、再び桜を植

える予定です。「来年の春の桜も楽しみです」（森さん）。

キャンパス全体にある樹木は約900本 !  数が多いこともあり、台

風などの影響で倒れたままの樹木があったり、一部植え替えができ

ていなかったりという場所もあったそうで、2022年に樹木点検を

実施して改めて樹木の保全に努めています。また、2022年には植

栽基金も設立しました。「緑があると涼しく感じます。東京外大で

もっとも誇るべきところの一つですね」（三浦さん）。

太陽の光で創エネルギー !
地道に電力を生産中

春はやっぱり桜が主役 !
倒木した桜を植え替え予定

豊かな緑は東京外大の財産、
こまめな点検で樹木を守る!

府中キャンパスは、あちこちで
環境配慮への取り組みを進めています。
あまり知られていないものもあるので
今日はじっくり見てください !

熱く語る
大谷理事
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Lighting and Air Conditioning

Water Server

給水スタンド

照明と空調

たふえねメンバーがもっとも沸いたのが、給水スタ

ンド（浄水給水機）です。2023年3月に研究講義

棟 1階に2台、6月に附属図書館2階に 1台が設置さ

れました。全員マイボトル持参で普段から利用して

います。ペットボトルのゴミ削減＋無料なのでお財

布にやさしい !  なお、水道水を活用するため環境負

荷は低いとのこと。「便利でありがたいです。設置

個所がもっと増えたらいいですね」（鈴木さん）。

省エネ対策として、照明器具のLED化を推進中。現時点では府中キャ

ンパスの約65%の照明器具がすでにLED化されていて、2030年度

までに100%を目指しています。また、老朽化した空調機器を順次高

効率のものに更新中で、2022年度は留学生日本語教育センターの一

部で空調機の整備を行いました。「普段気づかないところでも、省エ

ネ化が進んでいることを実感しました」（野口さん）。

無料の給水機を設置して
ペットボトルのゴミを削減

天井に目を向けると
省エネ対策が進んでいた!

2023年春、円形広場の樹木
に巣を作ったハイタカにヒナ
が誕生 !  みんなで見守って
いましたが、夏を迎える頃、
無事に巣立ちました。

大谷理事：たふえねの皆さんとキャンパスを回って、学

生目線ならではの環境改善へのヒントをいくつかいただ

きました。今後とも、皆さんの活動を、持続可能な社会の実現に

向けた本学の取り組みに生かしていきたいと思います。

水祥大：普段は行けないような場所まで見学できて、お

話も直接聞けたのでとても有意義でした。特に印象に

残っているのは、給水スタンドです。身近なところから、環境に

やさしい行動が広まっていくのが理想ですね。

散 策
後 記
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Financial
Information

財務戦略 | 60～ 61

2022年度財務ハイライト | 62～ 63

［TUFSアクションプランの実現のために］ 
学内の資源配分の最適化

［本学の経営を支える収入］

［高い人件費率］ 
人件費  

人件費の新規獲得のための取組

［本学の貸借対照表の概要（2022年度）］ 
貸借対照表に関する事項（主な増減項目） 

利益剰余金の推移

［本学の損益計算書の概要（2022年度）］ 
損益計算書に関する事項（主な増減項目） 

本学におけるエネルギー価格の高騰による影響（対前年度比較）
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財務戦略

TUFSアクションプランの実現のために

本学の経営を支える収入

　全学的な取組であるアクションプランを実現するため、学長の
リーダーシップにより既存事業推進費や部局予算の見直しを図り、
教育・研究の成果やアクションプランへの貢献度に応じて配分額を
変動させています。さらに、今後の各事業の展望を鑑み、学長を中
心に、どの分野・事業に資源を重点的に配分するかを決定するとと
もに、各部局等には予算額を得るための改革を求めています。
　部局等の単位で配分していた予算を、2018年度より総合戦略会
議の機能別オフィスへの予算配分に見直し、全学的な視野で予算の
再配分が可能な体制を拡充しました。また、2021年度から全学的
な教育研究に携わるポストを学長直轄とし、状況に応じた迅速な対
応を可能にしました。このポストを除いた人件費以外の予算にお
いて、直近7年の当初計画におけるアクションプラン実現経費の占
める割合は、2017年度の8.86%に比べて、2023年度は26.58%
と大きく増加しています。機能別オフィス単位の予算については、
2017年度時点では未実施だったものが、2023年度は28.26%ま
で拡充しています。

学内の資源配分の最適化
　TUFSアクションプラン実現のための予算配分を可能にするため、
各機能別オフィスにおいて部局等の要望を集約しています。これら
を財務・施設マネジメント・オフィスにおいて、全学的な視点から
学長、理事・副学長の意見を取り入れて調整することにより、ボト
ムアップとトップダウンの調整が行われ、学内の資源配分の最適化
を図っています。

　本学の主な収入として、国から交付される運営費交付金、授業料
や入学料などの学生納付金収入があります。文部科学省により第3
期中期目標期間（2016年度～2021年度）においては、各大学が
一定額を拠出し、組織改革や教育研究経営の成果に応じて運営費交
付金の交付額が増減する制度が導入され、2018年度以降はその傾
向が顕著となりました。本学は組織再編の改革に取り組む等の不断
の努力により、毎年度における新規事業の獲得によって交付額を維
持し、 2022年度においては一時的に例年より運営費交付金額が増
加しました。それでも第2期の開始時の2010年度よりも約5千万
円程度減少しているため、その分を補わなければなりません。
　学生納付金の増額など学生への負担を増やすことなく教育・研究
の質を維持向上するため、TUFSオープンアカデミー拡充による講
習料収益の増加や、キャンパス施設の有料貸出による有効活用など、
自己収入の増加に努めています。特に、コロナ禍の影響でオンライ
ン講座を開始したTUFSオープンアカデミーにおいては、首都圏以
外の方の受講も可能となったために受講料収益の増加につながりま
した。キャンパス施設の有料貸出や国際交流会館の寄宿料収益につ
いては、コロナ禍の影響で減収となっていましたが、2022年度に
はコロナ禍前の水準に回復しました。これらの収入は研究講義棟の
教育研究設備の維持向上にも使用されております。

0 20 40 60 80 100
（%）

2.51%
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1.22% 3.39%

1.87% 2.93%

2.38% 2.75%

1.45%

2.47%

0.84%

当初計画におけるTUFSアクションプラン実現経費の推移
　
■部局等予算　　■機能別オフィス単位予算　　■部局アクションプラン実現経費（学長裁量経費）
■機能別オフィス単位アクションプラン実現経費（学長裁量経費）　　■全学アクションプラン実現経費（学長裁量経費）　　■事業推進費
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6.79%
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13.56%

15.28%

18.00%
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経常収益及び運営費交付金交付額の推移

ポイント3

ポイント1
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■運営費交付金収益　　■学生納付金収益　　■その他収益　　　■■運営費交付金交付額（退職手当などの費用進行基準分除く）

2010 2016 2021 2022 　2023★（年）

（百万円）

2020

5,942

3,103

662

2,452

2,828 2,941 3,002 3,121 3,084

2,431

833

2,420

885

2,384

1,036

2,243

944

2,866 2,885 2,909

3,051 3,090

［参考］第2期中期
目標期間初年度

［参考］第3期中期
目標期間初年度

第4期中期
目標期間初年度

6,205 6,306 6,271
6,541

※百万円未満は四捨五入のため、
　計が合わない場合があります。

★当初予算のみ。

概算要求の
採択事業が増加し、
30億円を突破 !

ポイント2

2023年度に
おいても
30億円を維持

第2期中期
目標期間初年度の
2010年度より、
約2億8千万円増!
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教育アドミニストレーション・オフィス

研究アドミニストレーション・オフィス

情報マネジメント・オフィス

各マネジメント・オフィス

部局A

部局B

部局C

教育研究支援事務局

TUFSアクションプラン実現経費の策定

IR経営・財務の分析・調査
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施設有効活用等各WG

審議・決定プロセス

学  長

理  事 副学長

管理系事務局
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約
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望
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高い人件費率
　経常費用の推移に見られるように本学は経常費用に占める人件費
の率が高いことが分かります。人件費比率は経常費用から一般管理
費を除いた業務費に占める率が70%を超えております。人件費以
外の教育・研究及び管理的経費は30%以下で実施していくことが
求められます。

　人件費比率は、業務費に対する人件費の割合であり、以下のよう
に算出されます。

人件費比率＝人件費／業務費

人件費
　文科系大学は、その財務構造から一般的に人件費比率が高くなる
傾向にあります。本学は文科系大学の中でも高い水準にあります。
人事給与マネジメント改革により、テニュアトラック制度により雇
用する基本方針のもとに、若手教員を積極的に採用するなど年齢構
成の是正に努めております。また、人件費ポイントによる戦略的ポ
イント削減や総人件費に対し一定の効率化係数をかけて圧縮し、役
職構成比率の改善を促すことにより人件費の抑制を図っております。

人件費の新規獲得のための取組
　定常的な活動にとどまることなく教育・研究組織の不断の見直し
による学内資源の再配分による最適化や新陳代謝を図る新たな組織
の活動展開を、第3期より継続して取り組んでおります。その結果、
運営費交付金の概算要求事項のうち、教育研究組織整備（第3期）
及び教育研究組織改革（第4期）において教員人件費の新規採択に
繋がっております。第3期の事業においては組織整備による成果を
挙げ進展させ、社会に還元等することにより運営費交付金の基幹経
費化を達成しており、第4期の組織改革においても、基幹経費化で
きるよう取り組んでまいります。

経常費用の推移

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

　
■教育経費　　■研究経費　　■教育研究支援経費　　　■人件費　　　■その他経費

※百万円未満は四捨五入のため、計が合わない場合があります。

2010 2016 2021 2022 （年）2020

［参考］第2期中期
目標期間初年度

［参考］第3期中期
目標期間初年度

第4期中期
目標期間初年度

（百万円）

5,931

4,045

504

484

244

655

6,295

4,417

428

378

231

840

6,114

4,232

407

304

295

875

6,599

4,128

454

447

376

1,194

6,174

4,217

354

337

296

970

人件費比率
75

70

65

60

55

50

45

48.4%

50.4%
51.2%

53.2%

71.5%

66.3%

72.3%
74.1%

71.8%

全国国立大学平均

東京外国語大学

2010 2016 2021 2022 （年）2020

［参考］第2期中期
目標期間初年度

［参考］第3期中期
目標期間初年度

第4期中期
目標期間初年度

（%）

第3期中期目標期間 教育研究組織整備改革要求一覧
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2028

第4期中期目標期間 教育研究組織改革要求一覧
2022 2023 2024 2025 2026 2027

TUFSオンライン教育プラットフォーム

東京外大による社会国際貢献の
充実と可視化

国際日本学部設置による
知日人材育成と日本発信力強化

日本発信力強化に向けた
外国人留学生教育の質的向上

多面的アフリカ国際研究の推進

東京外国語大学の強みを活かした
国際日本研究の推進

TUFS地域研究センターによる
平和構築と国際協調の促進

西東京三大学共同サステイナビリティ
国際社会実装研究センターの設立

基幹経費化

基幹経費化

第4期

基幹経費化

基幹経費化

基幹経費化

基幹経費化

基幹経費化予定

3名
採択

1名
採択

1名
採択

1名
採択

1名
採択

1名
採択

2名
採択

基幹経費化予定2名
採択

基幹経費化予定2名
採択

基幹経費化予定1名
採択

第5期

言語運用能力可視化のための言語テスト
開発拠点形成 ─LINGUAテストセンター
による英語・日本語・多言語テスト開発─

TUFSフィールドサイエンスコモンズの
創設による文理協働型の先端的応用的
臨地研究と共生の社会実装に向けた展開
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貸借対照表に関する事項（主な増減項目）

利益剰余金の推移

2022年度財務ハイライト

本学の貸借対照表の概要（2022年度）

貸借対照表とは期末（3月31日）における財政状態を明らかにしたものです。2022年度は、
前年度と比較して、資産が650百万円の減少、負債が5,018百万円の減少、純資産が4,369
百万円の増加となりました。

2022年度末の前中期目標期間繰越積立金は、2021年度に文部科学省へ次期中期目標期間への
繰越申請をし、承認された額から、2022年度中に退職手当や授業料免除等に使用した残額と
なります。

第3期中期目標期間 第4期中期目標期間

2022年度末の当期未処分利益が大幅に増加していますのは、国立大学法人の会計基準等の改
訂により臨時利益が大きく増加したことによります。このうち、2,673,530円を目的積立金、
4,863,707,081円を積立金として文部科学省へ承認申請をしております。

国立大学法人会計における負債について
　国立大学法人の貸借対照表を読む際に負債（債務）の取扱に注意していただく必要があります。
　運営費交付金、授業料、寄附金などを受け入れたとき、すぐに収益とはせず、一旦「負債」として計上します。これは「資
金の受入によって中期計画等で定めた業務を遂行する義務を負った」という意味であり、期間の進行あるいは事業の進
行に応じて、費用の発生分だけこれらの債務を収益へと振り替える処理を行っています。

（百万円）

資産の部 2021年度 2022年度 増減
（固定資産）

土地 25,844 25,844 0
建物 10,031 9,564 △467
構築物 144 136 △8
工具器具備品 278 162 △117
図書 3,683 3,706 23
その他の有形固定資産
及び無形固定資産 193 165 △28

投資その他の資産 1 241 240
固定資産合計 40,174 39,818 △ 357
（流動資産）

現金及び預金 2,641 2,326 △315
その他流動資産 87 109 22
流動資産合計 2,728 2,435 △293

資産合計 42,903 42,253 △ 650

（百万円）

負債の部 2021年度 2022年度 増減
（固定負債）

資産見返負債 4,803 ― △4,803
長期繰延補助金等 ― 144 144
長期借入金 707 636 △71
引当金 16 8 △9
長期リース債務 72 1 △71

固定負債合計 5,598 789 △4,809
（流動負債）

運営費交付金債務 ― 416 416
寄付金債務 561 618 58
未払金等 1,228 709 △519
その他の負債 707 543 △164
流動負債合計 2,496 2,287 △209
負債合計 8,094 3,075 △5,018

純資産の部 2021年度 2022年度 増減
資本金 40,250 40,250 0
資本剰余金 △5,910 △6,268 △357
利益剰余金 469 5,195 4,726
（当期未処分利益又は損失） 354 4,866 4,512
純資産合計 34,809 39,178 4,369

負債・純資産合計 42,903 42,253 △650

建物
△467百万円

固定資産の取得による増加（7百万円）、
固定資産の除却等による減少（△0百万円）
留学生日本語教育センター 1階空調機更新工事、屋内運動場他防犯
カメラ設備改修工事
 〈減価償却 △474百万円〉

工具器具備品
△117百万円

固定資産の取得による増加（26百万円）
電子黒板の購入、学生食堂関係修繕
 〈減価償却 △143百万円〉

図書
23百万円

図書の取得による増加（31百万円）
図書の除却による減少（△8百万円）

その他の有形固定資産 
及び無形固定資産
△28百万円

無形固定資産の取得による増加（21百万円）
保健管理センター健康管理システム、財務会計システム改修
 〈減価償却 △49百万円〉

投資その他資産
240百万円 減価償却引当特定資産の繰入

現金及び預金
△315百万円 減価償却引当特定資産への繰入のため

その他流動資産
22百万円 未収入金の増

（円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

前中期目標期間繰越積立金 84,229,614 84,229,614 84,229,614 84,229,614 84,229,614 84,229,614 328,775,872

目的積立金 0 3,508,831 10,943,907 29,378,586 62,703,223 0 0

積立金 0 0 0 0 10,984,542 30,766,527 0

当期未処分利益（又は損失） 3,508,831 7,435,076 18,434,679 159,787,179 189,580,232 354,077,634 4,866,380,611

合計 87,738,445 95,173,521 113,608,200 273,395,379 347,497,611 469,073,775 5,195,156,483

資産見返負債
△4,803百万円 会計基準等の改訂により、資産見返負債が廃止

長期繰延補助金等
144百万円

資産見返負債の廃止に伴い、補助金を財源として取得した固定資産
分については名称を変更して維持

長期借入金
△71百万円

2020年度に東京外国語大学国際交流会館（3号館）整備・運営事業
に係る債務の一括返済のため金融機関より借り入れており、2022年
度の返済分の減

長期リース債務
△71百万円 長期リース債務の短期振替

運営費交付金債務
416百万円

前年度は第3期中期目標期間最終年度のため期末における債務全額
を臨時利益に計上し、当年度においては業務達成基準等により債務
残があるため

未払金等
△519百万円

前年度期末時点で施設整備の新設、改修やシステム構築、改修に係
る支払いが増加したため

その他の負債
△164百万円 預り科学研究費補助金等の期末残高の減や短期リース債務の減

資本剰余金
△357百万円 特定償却資産の除却や減価償却による減少

利益剰余金　
4,726百万円

会計基準等の改訂による資産見返負債の廃止に伴う臨時利益の計
上により、当期未処分利益の増加

※百万円未満は四捨五入のため、計が合わない場合があります。
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損益計算書に関する事項（主な増減項目）

本学におけるエネルギー価格の高騰による影響（対前年度比較）

本学の損益計算書の概要（2022年度）

損益計算書は一会計期間（4月1日～3月31日）の運営状況を明らかにしたものです。2022
年度は、前年度と比較して、経常費用が425百万円の減少、臨時損失が7百万円の増加、経
常収益が270百万円の減少、臨時利益が4,372百万円の増加となっています。

コロナ対策を取りながらキャンパスの稼働状況が徐々に増えていきました。
電気： 照明のLED化を進めたこともあり、使用量は6%増と微増ですが、料金が75.8%増と大幅に増えていることが 

わかります。
ガス： 使用量は25%減ですが、料金は12.9%増加しています。

（百万円）

費用 2021年度 2022年度 増減
業務費 6,226 5,899 △327
教育経費 1,194 970 △223
研究経費 454 354 △99
教育研究支援経費 376 296 △81
受託研究費等 75 62 △13
人件費 4,128 4,217 89
一般管理費 367 271 △96
財務費用 5 4 △1
雑損 0 ― △0
経常費用合計 6,599 6,174 △425

（百万円）

収益 2021年度 2022年度 増減
運営費交付金収益 3,121 3,084 △37
学生納付金収益 2,384 2,243 △141
受託研究等収益 84 88 4
補助金収益 232 228 △3
寄附金収益 68 65 △3
資産見返負債戻入 121 ― △121
公開講座収益 125 117 △9
施設費収益 65 50 △15
その他収益 342 396 55

経常収益合計 6,541 6,271 △270

経常利益 △57 97 154

臨時利益 276 4,648 4,372
臨時損失 1 9 7
当期純利益 217 4,736 4,519

目的積立金取崩額 137 ― △137
前中期目標期間
繰越積立金取崩額 ― 131 131

当期総利益 354 4,866 4,512

業務費
△327百万円

􀄆増加要因：光熱費の高騰による増加
􀄈減少要因： 前年度より施設整備に係る修繕工事等が減少し、 

修繕費の計上が減少

一般管理費
△96百万円

􀄆増加要因：光熱費の高騰による増加
􀄈減少要因： 前年度より施設整備に係る修繕工事等が減少し、 

修繕費の計上が減少

臨時損失
7百万円 債権放棄損を計上

運営費交付金収益
△37百万円 運営費交付金債務を翌年度以降へ繰り越したため

学生納付金収益
△141百万円

􀄈減少要因： コロナ禍における授業料債権総額の減少 
及び休学者の増加

資産見返負債戻入
△121百万円 会計基準等の改訂により資産見返負債が廃止されたため

その他の収益
55百万円

コロナ禍により前年度まで寄宿舎の稼働率が低下していたが、 
今年度には回復し、財産貸付料収益が回復したため

臨時利益
4,372百万円

会計基準等の改訂により、補助金分を除く資産見返負債を 
臨時利益に計上したため

目的積立金取崩額
△137百万円 前年度に目的積立金を取り崩したため

前中期目標期間 
繰越積立金取崩額
131百万円

前中期目標期間繰越積立金を財源とした費用計上の発生

※小数第二位を四捨五入しています。

※百万円未満は四捨五入のため、計が合わない場合があります。

国立大学法人会計基準等の改訂について
2022（令和4）事業年度適用（以下、主な項目）
〇資産見返負債の会計処理の廃止
〇国立大学法人等業務実施コスト計算書の廃止
〇純資産変動計算書の新設
〇引当特定資産制度の追加
〇セグメント情報の詳細化

東京外国語大学 財務・調達情報
https://www.tufs.ac.jp/abouttufs/public_info/finance/

􀇾
改訂に伴い財務諸表等において前年度より内容に大きな変
更が生じている箇所があります。当レポートに記載してい
ます貸借対照表や損益計算書においても各項目の割合等が
前年度より変化しております。詳しくは、本学HPにて公開
しております財務情報（財務諸表、決算報告等）の詳細をご
覧ください。

電気の使用量と料金 ガスの使用量と料金

2021年度実績 2022年度実績

（千kWh） （百万円）
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337.6337.6

2021年度実績 2022年度実績

（千m3） （百万円）
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3,130.03,130.0

60.1

105.6

料金（右軸）

使用量（左軸）

3,326.53,326.5

30.5

料金（右軸）

使用量（左軸）
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東京外国語大学を支えてくださる皆さまへ
ご支援のお願い

一般基金    ［ 東京外国語大学を支援 ］

修学支援事業基金   ［ 学生の修学を支援 ］

研究等支援事業基金   ［ 学生の研究を支援 ］

特定基金   ［ 特定のプロジェクトを支援 ］

　東京外国語大学の基本的な目標は、日本を含む世界諸
地域の言語・文化・社会に関する教育と研究を通じて、
地球社会における共存・共生──多文化共生に寄与する
ことです。本学がこの目標を達成していくためには、さ
まざまな方法と媒体を通じて社会との連携を深め、社会
の理解を得る努力を通じ、広範な支援を得ることが不可
欠となります。基金は、本学における教育・研究及び社

会貢献に関する活動の充実等に資することを目的に、一
般基金をはじめ以下の4つの分野で募集しています。
　2023年は、2014年よりスタートした建学 150周年
基金のゴールを迎える年となりますが、未来へ向けた本
学の教育・研究のさらなる発展のために、これからも皆
さまからの温かいご支援ご協力を賜りますよう、よろし
くお願い申し上げます。

一般基金は、本学への包括的な支援を基本に「教育」「研究」「社会貢献・課外活動」の3つの分野に重心を置いています。具
体的には、教育支援では「TUFS多文化共生学生自主企画事業助成」、研究支援では「若手研究者等の海外研究活動」、社会貢
献・課外活動支援では「世界諸地域に関する情報発信」などが対象です。世界諸地域の言語・文化・社会に関する高等教育の
中心、学際的研究拠点としての役割はもちろん、多文化共生社会の実現に向けた社会貢献事業も充実させていきます。

本学では、経済的理由により修学が困難な学生（日本人学生及び外国人留学生）を支援することを目的とした修学支援事業基
金を設置しています。ここ数年の経済活動の停滞によって困窮する保護者や学生は確実に増え、アフターコロナと言われる今
も影響は少なからずあります。基金は「海外留学の支援」「留学生の受入支援」「給付型奨学金」に活用させていただきます。
皆さまからのご支援が、多言語多文化化する日本と世界において人々の共生に寄与する人材の育成につながります。

研究等支援事業基金は、大学院生・学部生やポスドク等の“若手研究者”への研究支援が目的です。対象となる支援は「公募
型プロジェクトにおいて、自立した研究者として行う研究活動に要する費用を負担する事業」「研究活動の成果を発表するた
めに必要なものを負担する事業」「異分野の研究者との交流その他の他の研究者又は実務経験を有する者との交流を促進する
事業」です。国際的な研究拠点でもある本学において、将来を担う若手研究者への支援は大きな意味を持ちます。

大学全体に関わる特定のプロジェクトなど、個別の支援策として特定基金も設置しています。その代表例が「人工芝基金」で
す。硬い土のままで安全面や衛生面が懸念されている屋外運動場に人工芝を敷設し、学生たちに良好な運動環境を提供するプ
ロジェクトです。その他、樹木の植え替えや花壇の整備などに活用し緑豊かなキャンパスを維持する「植栽基金」、ベトナム
語を学ぶ本学生やベトナムからの本学留学生への教育助成などを行う「ベトナム関連教育支援基金」があります。

1

2

3

4
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東京外国語大学
統合レポート2023

統合レポート2023の発行にあたって

2023年10月20日発行

東京外国語大学 統合レポート編集委員会

発行人
林 佳世子

編集委員長
成瀬 智

編集委員
武田 千香
星 泉
田中 諭
三浦 吉永
高坂 香 
山本 哲史（大学院総合国際学研究科 

博士前期課程2年 ）
高橋 さくら （国際社会学部4年）

アンケート・ご意見等
東京外国語大学 統合レポートの感想や
大学へのご意見をお寄せください。

フォームURL：
https://sanda.tufs.ac.jp/hp-renraku/tufs_irreport2023/

お問い合わせ先
東京外国語大学 広報・社会連携課
〒183-8534 東京都府中市朝日町3-11-1
Email： koho@tufs.ac.jp

東京外国語大学基金は、所得税法上の寄附金控除の対象となる特定寄附金として
分野に応じて「所得税（所得控除・税額控除）」「住民税」「相続税」で優遇措置
が受けられます。

〈2022年度 収入〉 合計542件 90,290,678円

〈税法上の優遇措置〉

内訳 卒業生 438件 55,032,001円
 保護者 32件 633,000円
 在学生 6件 85,494円
 一般 28件 2,043,000円
 法人等 18件 31,631,183円
 教職員 20件 866,000円

今回の統合レポートでは、通常の活動報告に加えて、
昨今注目されている外国語教育とAIの関わり、世界
各地で多発する紛争・内戦や難民問題といった国際報
道における本学研究者の活躍などを取り上げました。
また、建学以来150年の歴史の中で、本学が世界とど
のように関わってきたのかを改めて振り返りました。
コロナ禍を越えて、「第二の開国」とも言える節目を
迎えた本学の今後にご期待ください。

 東京外国語大学 統合レポート編集委員会一同

基金の種類、ご寄附の方法・特典、
税法上の優遇措置、活動報告等について
詳しくは

東京外国語大学基金 https://tufs-fund.jp/

https://www.tufs.ac.jp/

2022年度は、建学150周年記念創設後、最高額となる90,290千円のご寄
附をいただきました。特に卒業生の方々から多くのご寄附をいただいており、
法人からも厚くご支援をいただきました。心より感謝申し上げます。

企画／プロデュース
赤羽 正史 （ダイヤモンド・グラフィック社）

編集／執筆
肥後 紀子
写真撮影
上樂 博之　　鈴木 慎平
アートディレクション／デザイン
紅葉 祐一　　青木 汀 
田中 敏雄　　栗原 明日美 
（ダイヤモンド・グラフィック社）

進行管理
水本 隆治 （ダイヤモンド・グラフィック社）

プリンティングディレクション
鈴木 一徳 （ダイヤモンド・グラフィック社）
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